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1. はじめに 

島根原子力発電所第２号機の今回工認における耐震評価の疲労評価は，ＪＥＡＧ４６０

１-1987記載の手順＊に従い，等価繰返し回数を用いた評価を行っている。疲労評価は，応

力振幅と繰返し回数の情報が必要となるため，本来は設備の応力時刻歴が必要となるが，

最大応力値のみを用いて安全側に疲労累積係数 UFを評価できるように等価繰返し回数を設

定することで，評価の簡便化を図っている。Ⅵ-2-1-9 「機能維持の基本方針」に記載のと

おり，島根原子力発電所第２号機の疲労評価に用いる等価繰返し回数は，一律に設定する

値（Ｓｓ：150回，Ｓｄ：300回） 又は個別に設定する値を用いている。 

なお，建設時における等価繰返し回数は，建設時の基準地震動Ｓ１及びＳ２による検討

を行い，保守性を持たせた一律の等価繰返し回数（Ｓ１：100回，Ｓ２：100回）を設定し

ている。 

本図書では，疲労評価に用いる等価繰返し回数の設定について説明する。 

 

注記＊：ＪＥＡＧ４６０１-1987 p574より抜粋 

 

疲れ解析は，1次＋2次＋ピーク応力より疲れ累積係数を求めて評価するが，こ

の手法には，地震動の等価繰返し回数を用いる方法あるいは機器の時刻歴応答か

ら応力振幅の大きさの頻度分布を直接求める方法がある。 

なお，地震動の等価繰返し数を求める場合にはピーク応力法あるいはエネルギ

ー換算法が用いられている。 

ここで「疲れ累積係数」とは，各応力サイクルにおける実際の繰返し回数と繰

返しピーク応力強さに対応する許容繰返し回数との比をすべての応力サイクルに

ついて加えたものをいう。 
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2. 島根原子力発電所第２号機の耐震評価における疲労評価と等価繰返し回数 

島根原子力発電所第２号機の耐震評価における疲労評価は，ＪＥＡＧ４６０１-1987記

載の手順のうち，等価繰返し回数を用いた評価を採用している。等価繰返し回数はピーク

応力法による算出結果に基づき，一律に設定する値又は個別に設定する値を用いている。

等価繰返し回数の算出プログラムを別紙 10に示す。 

ここで，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの疲労評価に用いる等価繰返し回数

について，一律に設定する値又は個別に設定する値の使い分けの考え方を記載するととも

に，使い分けのフローを図 2－1及び図 2－2に示す。なお，疲労評価対象設備は，工認耐

震計算書対象とする設備・部位のうち，疲労評価を実施するものとしている。 

 

（1） 基準地震動Ｓｓの疲労評価に用いる等価繰返し回数の設定 

・一律に設定する等価繰返し回数は，原子炉建物内に設置された疲労評価対象設備に

用いることとし，原子炉建物以外に設置された疲労評価対象設備については，個別

に設定する等価繰返し回数を用いる。（図 2－1の（A）） 

・一律に設定する等価繰返し回数は，減衰定数が 1.0％以上の疲労評価対象設備に用

いることとし，減衰定数が 0.5％の疲労評価対象設備については，個別に設定する

等価繰返し回数を用いる。（図 2－1の（B）） 

・一律に設定する等価繰返し回数は，疲労評価対象設備に発生するピーク応力（算出

方法は別紙 6，疲労評価対象設備のピーク応力は別紙 7参照）が 150kg/mm2

（1471MPa）以下となる場合に用いることとし，150kg/mm2（1471MPa）を超える場

合は，個別に設定する等価繰返し回数を用いる。（図 2－1の（C）） 

・一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価における疲労累積係数が評価基準

値を満足しない場合は，個別に設定する等価繰返し回数を用いる。（図 2－1の

（D）） 

（2） 弾性設計用地震動Ｓｄの疲労評価に用いる等価繰返し回数の設定 

・一律に設定する等価繰返し回数は，原子炉建物内に設置された疲労評価対象設備に

用いることとし，原子炉建物以外に設置される疲労評価対象設備については，個別

に設定する等価繰返し回数を用いる。（図 2－2の（A）） 

・一律に設定する等価繰返し回数は，減衰定数が 1.0％以上の疲労評価対象設備に用

いることとし，減衰定数が 0.5％の疲労評価対象設備については，個別に設定する

等価繰返し回数を用いる。（図 2－2の（B）） 

・一律に設定する等価繰返し回数は，疲労評価対象設備に発生するピーク応力（算出

方法は別紙 6，疲労評価対象設備のピーク応力は別紙 7参照）が 150kg/mm2

（1471MPa）以下となる場合に用いることとし，150kg/mm2（1471MPa）を超える場

合は，個別に設定する等価繰返し回数を用いる。（図 2－2の（C）） 

・一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価における疲労累積係数が評価基準

値を満足しない場合は，個別に設定する等価繰返し回数を用いる。（図 2－2の

（D）） 
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注記＊1：疲労評価対象設備のピーク応力は，別紙 7参照 

＊2：該当する疲労評価対象設備は，4. 参照 

 

図 2－1 基準地震動Ｓｓの疲労評価に用いる等価繰返し回数の分類 
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注記＊1：疲労評価対象設備のピーク応力は，別紙 7参照 

＊2：該当する疲労評価対象設備は，4. 参照 

 

図 2－2 弾性設計用地震動Ｓｄの疲労評価に用いる等価繰返し回数の分類 
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3. 一律に設定する等価繰返し回数 

（1） 算出方法 

島根原子力発電所第２号機の一律に設定する等価繰返し回数の算出方法についてＪ

ＥＡＧ４６０１-1987記載のピーク応力法による算出フロー（以下「ＪＥＡＧフロ

ー」という。）に基づき説明する。（図 3－1参照）また，「昭和 55年度耐震設計の標

準化に関する調査報告書」，建設時及び今回工認における一律に設定する等価繰返し

回数の算出方法の比較を表 3－1に示す。 
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図 3－1 ピーク応力法による算出フロー

基準地震動設定

時刻歴モーメント応答波形
時刻歴せん断力応答波形

地震荷重を時刻歴より求める機器系
（時刻歴フロー）

時刻歴加速度応答波形

時刻歴地震応答波形
（建屋，PCV，RPV等）

１質点系の時刻歴応答解析
（ex.f =5，10，15，20Hz）

質点の時刻歴変位応答波形

時刻歴応答波形の最大値に対応するピーク
応力を仮定

（ex.200 kgf/mm2，300 kgf/mm2）

最大ピーク応力の許容繰返し回数 Ｎ0

最大ピーク応力に対する時刻歴応答波
形のピーク値の応力算定（σ１）

σ1に対する許容繰返し回数Ｎ1＝ f（σ１）

地震荷重を応答スペクトルより求める機器系
（応答スペクトルフロー）

（ＪＥＡＧ４６０１-1987 p576に加筆）

Ｓ／Ｎ曲線設定
N＝ f（σ）

最大ピーク応力に対する繰返し回数
Ｎe＝Ｎ0Ｆ

設計用繰返し回数の設定

Ｕsage Ｆactor
の積算

2Ｆ=

l：ピーク数

①

②

③

④

⑤



 

表 3－1 昭和 55年度 耐震設計の標準化に関する調査報告書及び島根原子力発電所第２号機の一律に設定する等価繰返し回数算出条件の比較
 

昭和 55年度 耐震設計の標準化に関する 

調査報告書（標準化報告書） 

島根原子力発電所第２号機 

建設時 今回工認 

建設時における 

等価繰返し回数 

一律に設定する 

等価繰返し回数 

対象設備 
原子炉圧力容器 

スカート 
第 1種配管 

原子炉建物に 

設置された設備 

原子炉建物に 

設置された設備 

算出方法 

時刻歴解析より算定さ

れる時刻歴モーメント

を用いた算出方法＊3 

建物床応答を入力とした 1質

点系モデルによる応答時刻

歴を用いた算出方法＊4 

時刻歴解析より算定される時刻歴荷重を用いた算

出方法＊3 又は建物床応答を入力とした 1 質点系モ

デルによる応答時刻歴を用いた算出方法＊4 

建物床応答を入力とした 1 質点系モデルによる応

答時刻歴を用いた算出方法＊4 

回数算出に 

用いる応答 

時刻歴波 

波形 時刻歴モーメント波形 変位応答時刻歴波形 
荷重時刻歴波形又は 

変位応答時刻歴波形 
変位応答時刻歴波形 

時刻歴最大値 

（設備の最大 

ピーク応力） 

５種類のピーク応力 

（最大 300kg/mm2） 

代表設備の最大ピーク応力

を安全側に設定

（300kg/mm2） 

150kg/mm2(1471MPa) 

（標準化報告書の検討にて 

十分とされる値） 

同左 

対象建物・床 代表設備の設置床面 同左 代表設備の設置位置 

原子炉建物地震応答解析モデル： 

全床面（質点）＊5 

 

原子炉本体地震応答解析モデル： 

疲労評価を実施する設備を有する床面（質点）＊5 

固有周期 
時刻歴解析結果より 

直接算定 

設備の固有周期 

ではなく，全固有周期 

対象設備の固有周期 

ではなく，全固有周期 

対象設備の固有周期 

ではなく，全固有周期 

減衰定数 報告書に言及なし 同左 0.5%，1.0% 1.0％ 

設計疲労線図 
代表設備材料の 

線図を使用 
同左 炭素鋼の設計疲労線図＊1 炭素鋼の設計疲労線図＊2 

各方向の算出結果の組合せ 報告書に言及なし 同左 
NS・EWの 2方向のうち 

最大となる値 

NS・EW・鉛直の 3方向のうち 

最大となる値＊6 

材料物性の不確かさの考慮 あり 報告書に言及なし なし 
あり＊7 

（地盤物性） 

注記＊1：発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和 55年通商産業省告示第 501号）を適用 

＊2：日本機械学会 設計建設規格（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ 2005/2007）を適用 

＊3：図 3－1における左側のフロー 

＊4：図 3－1における右側のフロー 

＊5：地震応答解析モデルにおける等価繰返し回数の算出点は，別紙 1参照 

＊6：3 方向単独入力の等価繰返し回数の最大値は，多方向同時入力の等価繰返し回数と概

ね同等もしくは大きくなるため，3 方向の等価繰返し回数のうち，最大となる値を用

いることは妥当である。（別紙 11参照） 

＊7：材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の算

出結果は，別紙 3参照 

7 
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① 地震動の設定 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対し以下を考慮して設定する。 

（a） 基準地震動Ｓｓに対する考慮 

・基準地震動Ｓｓの 1回分を考慮する。 

（b） 弾性設計用地震動Ｓｄに対する考慮 

・基準地震動Ｓｓに比べ発生頻度が多いことを踏まえ，設計上の配慮として弾性

設計用地震動Ｓｄの 2回分を考慮する。ただし，原子炉冷却材喪失事故（以下

「ＬＯＣＡ」という。）時（設計基準事故）及び重大事故等（以下「ＳＡ」と

いう。）時の評価では，弾性設計用地震動Ｓｄの 1回分を考慮する（別紙 15参

照）。 

 

② 時刻歴波形の設定 

等価繰返し回数の算出に用いる時刻歴波形は，地震荷重を時刻歴より求める機器系

の場合（図 3－1左側のフロー（以下「時刻歴フロー」という。））と，地震荷重を応答

スペクトルより求める機器系の場合（図 3－1右側のフロー（以下「応答スペクトルフ

ロー」という。））の 2種類の方法があるが，今回工認の一律に設定する等価繰返し回

数の設定では，いずれの機器系に対しても，応答スペクトルフローを用いる。なお，

時刻歴フロー（せん断，モーメント，軸力）を用いた等価繰返し回数が応答スペクト

ルフローよりも小さいことを確認している。（別紙 12参照） 

応答スペクトルフローでは，時刻歴地震応答解析（原子炉建物地震応答解析又は原

子炉本体地震応答解析）の結果から算出される時刻歴加速度応答波形を入力とした，

固有振動数 fの 1質点系の変位応答時刻歴波形を求める。この変位応答時刻歴波形

は，固有振動数すべて（1～20Hz）に対して算出する。 

 

③ 時刻歴ピーク応力値の設定 

疲労評価対象設備に発生するピーク応力の最大値をＪＥＡＧフロー②で求めた変位

応答時刻歴波形の最大値とすることで，応力の時刻歴波形を作成する。ＪＥＡＧフロ

ー③の「時刻歴応答波形の最大値に対応するピーク応力を仮定」とは，個々の疲労評

価対象設備のピーク応力でなく，すべての疲労評価対象設備のピーク応力の最大値を

時刻歴応答波形の最大値とすることに対応している。 

 

（a） 基準地震動Ｓｓに対する疲労評価の等価繰返し回数の設定に用いるピーク応力

は，1471MPa＊を用いることとし，疲労評価対象設備のピーク応力が 1471MPaを

超える場合は個別に設定する。 

 

注記＊：「昭和 55年度耐震設計の標準化に関する調査報告書」にて十分とされている

値（150kg/mm2）を単位換算した値 
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（b） 弾性設計用地震動Ｓｄに対する疲労評価の等価繰返し回数の設定に用いるピー

ク応力は，基準地震動Ｓｓにおけるピーク応力と同様に 1471MPaを用いることと

し，疲労評価対象設備のピーク応力が 1471MPaを超える場合は個別に設定する。 

 

④ 疲労累積係数 UF（Usage Factor）の算出 

図 3－2に示す発電用原子力設備規格設計・建設規格（以下「ＪＳＭＥ設計・建設規

格」という。）に記載される設計疲労線図を用い，応力の時刻歴応答波形に対して各時

刻歴振幅に対する許容繰返し回数を算出する。なお，時刻歴振幅とそれが何回繰返さ

れるか（ピークのサイクル数）の算出方法はレインフロー法を用いる（別紙 8参照）。 

 

 

図 3－2 炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼の設計疲労線図 

 

応力の時刻歴応答波形の振幅に対する許容繰返し回数と，ピークのサイクル数か

ら，UFを算出する。 

 

 

注：上式は片振りのピークを 1サイクルとしてサイクル数をカウントし UFを算出する式で

あり，片振りのピークを 0.5サイクル，両振りのピークを 1サイクルとして UFを算出 

する場合，上式は                    となる。 

  

（ＪＳＭＥ設計・建設規格より抜粋） 

UF＝
n0
N0

＋
n1
N1

＋
n2
N2

＋… 
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⑤ 等価繰返し回数 Neの算出 

ＪＥＡＧフロー④で算出した UFと， ＪＥＡＧフロー③より求められる最大ピーク

応力に対する許容繰返し回数 N0から，下式により，等価繰返し回数 Neを求める。 

 

以上のＪＥＡＧフロー①～⑤を踏まえ， 島根原子力発電所第２号機の等価繰返し回

数の算出方法を図 3－3に示す。 

 

 

図 3－3 等価繰返し回数の算出方法 

  

① 地震動の設定

等価繰返し回数の算出に用いる地震動を設定する。

・基準地震動Ｓｓに対する考慮：Ｓｓ１回分

・弾性設計用地震動Ｓｄに対する考慮：Ｓｄ２回分

② 時刻歴波形の設定

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを用いて，各地震応答解析モデル

で地震応答解析を行い，時刻歴加速度応答波形を算出する。時刻歴加速度応答

波形を固有振動数fの１質点系に入力した場合の変位応答時刻歴波形を求める。

（固有振動数全て（1～20Hz）に対して求める。）

③ 時刻歴ピーク応力値の設定

得られた変位応答時刻歴波形のピーク最大値を，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計

用地震動Ｓｄに対して最大ピーク応力1471MPaと設定する。

2Ｆ=

④ 疲労累積係数UFの算出

各ピーク応力σiに対する許容繰返し回数Ni,サイクル数ni
*を求める。

疲労累積係数（UF）を求める。

2UF= + + +…=

注記＊：片振りのピークで１サイクルとする。

⑤ 等価繰返し回数Neの算出

Ne = N0×UF

応力
（MPa）

許容繰返し回数

σ0
σ1
σ2

N0 N1 N2

2UF＝
n0
N0

＋
n1
N1

＋
n2
N2

＋…＝ 
ni
Ni

i-1

i=0

 



11 

（2） 一律に設定する等価繰返し回数の算出パラメータの設定の考え方 

等価繰返し回数の算出パラメータとしては，以下のパラメータがあり，一律に設定

する等価繰返し回数の検討に用いるパラメータが適切であることを確認する。 

 

a. ピーク応力 

b. 固有周期 

c. 対象床面（質点) 

d. 地震動 

e. 減衰定数 

f. 設計疲労線図 

g. 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）の考慮 

 

a. ピーク応力 

「昭和 55年度耐震設計の標準化に関する調査報告書」にてピーク応力の設定値が高

くなるほど等価繰返し回数が大きくなる傾向となることが確認されている。その傾向

の計算例を別紙 9に示す。当該報告書の中でピーク応力の設定値として十分とされて

いる値(150kg/mm2)を参考に，一律に設定する等価繰返し回数算出に当たっては，当該

の値を単位換算した 1471MPa＊を用いる。 

ピーク応力の設定の適切性は，各疲労評価対象設備のピーク応力が 1471MPaに包絡

されることにより確認する。各疲労評価対象設備のピーク応力を別紙 7に示す。水平

2 方向と鉛直方向の地震力の組合せの影響を確認する設備については，水平 2方向と

鉛直方向の地震力を組み合わせた場合のピーク応力についても考慮する。 

なお，疲労評価対象設備のピーク応力が 1471MPaを超える場合は，個別に等価繰返

し回数の設定を行う。 

注記＊：「昭和 55 年度 耐震設計の標準化に関する報告書」にて十分とされている値

（150kg/mm2）を単位換算した値 

 

b. 固有周期 

固有周期と等価繰返し回数の関係について図 3－4に示す。 

一律に設定する等価繰返し回数算出に当たっては，全固有周期帯（0.05s～1.00s）

で算出した等価繰返し回数のうち最大回数を用いる。実際の設備は，特定の固有周期

を有しているが，全固有周期帯の最大回数を考慮することで安全側の設定となる。 

なお，等価繰返し回数算出における固有周期の計算間隔は表 3－2に示す。 
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図 3－4 固有周期と等価繰返し回数の関係（例） 

（原子炉本体地震応答解析モデルにて等価繰返し回数が最大回数となる条件） 

 

表 3－2 等価繰返し回数算出における固有周期計算間隔 

固有周期（ｓ） 計算間隔（rad/s） 

0.05 ～ 0.1 4.0 

0.1 ～ 0.15 1.5 

0.15 ～ 0.3 0.8 

0.3 ～ 0.6 0.6 

0.6 ～ 1.0 0.5 

注：固有周期の計算間隔の設定に当たっては，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクト 

ルの作成方針」で設備設計に用いる床応答スペクトルの計算間隔と同様に， 

ＪＥＡＧ４６０１-1987 P515表 6.5.1－1の計算間隔例を用いた。 

  

一律に設定する等価繰り返し回数の設定に当たっては，

全固有周期帯（0.05s～1.00s）の最大回数を考慮

設備の固有周期における等価繰返し回数

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 0.9 1.0

250

200

150

100

50

固 有 周 期 （ｓ)

等
価
繰
返
し
回
数
（
回
）

（一次）（二次）（三次）
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c. 対象床面（質点） 

等価繰返し回数を算出する床面（質点）は，原子炉建物地震応答解析モデルでは，Ⅵ

-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」で設備設計に用いる床応答スペクトルを

算出するすべての床面（質点）を対象とし，原子炉本体地震応答解析モデルでは，Ⅵ-

2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応

答計算書」で設備設計に用いる荷重及び床応答スペクトルを算出するすべての床面（質

点）のうち疲労評価を実施する設備を有する床面（質点）を対象とする（別紙 1参照）。

一律に設定する等価繰返し回数設定に当たっては，算出した等価繰返し回数の包絡値を

用いる。 

 

d. 地震動 

島根原子力発電所第２号機における基準地震動はＳｓ-Ｄ，Ｆ１，Ｆ２，Ｎ１，Ｎ２

（以下「Ｓｓ5 波」という。）及び弾性設計用地震動はＳｄ-Ｄ，Ｆ１，Ｆ２，Ｎ１，Ｎ

２及びＳｄ-１（以下「Ｓｄ6波」という。）がある。 

等価繰返し回数の算出に当たっては，検討対象地震動による変位応答時刻歴波形のピ

ーク最大値を最大ピーク応力 1471MPaと一律に設定するため，等価繰返し回数に対して

は，地震動の大きさではなく主要動部の継続時間が影響する。ここで，基準地震動Ｓｓ

5 波の加速度時刻歴波形を図 3－5～図 3－9に示す。図 3－5～図 3－9におけるＳｓ5波

のうち，Ｓｓ-Ｄは主要動部の継続時間が最も長く，地震動の継続時間（振幅包絡線に

おいて最大振幅の 0.1 倍の振幅に達するまでの時間）も 60.0 秒と長いことから，基準

地震動Ｓｓにおける一律に設定する等価繰返し回数算出に当たっては，Ｓｓ-Ｄを用い

る。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄ6 波の加速度時刻歴波形を図 3－10～図 3－15 に示す。

図 3－10～図 3－15 におけるＳｄ6 波のうち，Ｓｄ-Ｄ及びＳｄ-１の継続時間が最も長

いことから，弾性設計用地震動Ｓｄにおける一律に設定する等価繰返し回数算出に当た

っては，Ｓd-Ｄに加え，Ｓｄ-１の地震動を用いる。 
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図 3－5 基準地震動Ｓｓ－Ｄの 

  加速度時刻歴波形 

図 3－6 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１の 

 加速度時刻歴波形 

 

 

図 3－7 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２の 

 加速度時刻歴波形 

図 3－8 基準地震動Ｓｓ－Ｎ１の 

 加速度時刻歴波形 

 

 

図 3－9 基準地震動Ｓｓ－Ｎ２の 

 加速度時刻歴波形 
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図 3－10 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｄの 

  加速度時刻歴波形 

図 3－11 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｆ１の 

 加速度時刻歴波形 

 

 

図 3－12 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｆ２の 

 加速度時刻歴波形 

図 3－13 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｎ１の 

 加速度時刻歴波形 

 

 

図 3－14 弾性設計用地震動Ｓｄ－Ｎ２の 

 加速度時刻歴波形 

図 3－15 弾性設計用地震動Ｓｄ－１の 

 加速度時刻歴波形 
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e. 減衰定数

応答スペクトルフローでの算出に用いる 1 質点系の時刻歴応答解析の減衰定数につ

いて，原子炉建物地震応答解析モデルを代表として，1.0％，1.5％，2.0％，2.5％，3.0％

をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果を別紙 2 に，等価繰返し回数の最大回

数を整理した結果を表 3－3に示す。表 3－3の結果から，減衰定数が小さいほど等価繰

返し回数が多く算出される傾向にあることを確認した。 

なお，機器・配管系の評価に適用される最小の減衰定数は 0.5％であるが，減衰定数

が 0.5％の設備については対象設備が限られることから個別に設定する等価繰返し回

数を用いることとし，一律に設定する等価繰返し回数算出に当たっては，1.0％の減衰

定数を用いる。 

表 3－3 減衰定数をパラメータとした等価繰返し回数の比較結果 

f. 設計疲労線図

一律に設定する等価繰返し回数算出に当たっては，ＪＳＭＥ設計・建設規格に記載

の設計疲労線図のうち，「炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼」の設計用疲労線図を用い

る。ここで，設計疲労線図の違いに対する等価繰返し回数の検討結果を図 3－16に示

す。図 3－16より，「炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼」の設計用疲労線図を用いる方

が同じピーク応力とした場合にＪＳＭＥ設計・建設規格に記載される「オーステナイ

ト系ステンレス鋼および高ニッケル合金」よりも許容繰返し回数が小さくなり，等価

繰返し回数が大きく算出されることを確認した。 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

1.0% 1.5% 2.0% 2.5% 3.0%

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

基本ケース

算出条件 各減衰定数に対する等価繰返し回数（最大回数）
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同一の地震応答に対し等価繰返し回数を算出する場合，「炭素鋼，低合金 

鋼および高張力鋼」の方が「オーステナイト系ステンレス鋼および高ニッ 

ケル合金」よりも大きくなる。 

 

図 3－16 設計疲労線図の違いに対する等価繰返し回数の検討結果 
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g. 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）の考慮 

Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」にて材料物性の不確かさを適切に考慮する方針と

していることから，今回工認の等価繰返し回数についても，算出に用いる地震応答解

析モデルの材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）による影響を考慮する。 

3.(2)d.，3.(2)e.及び 3.(2)f.の結果を踏まえ，等価繰返し回数の算出パラメータ

として，地震動を「Ｓｓ-Ｄ」，減衰定数を「1.0％」及び設計疲労線図を「炭素鋼，低

合金鋼および高張力鋼」とした条件において，材料物性の不確かさ（地盤物性の不確

かさ）をパラメータとして等価繰返し回数を算出する。材料物性の不確かさ（地盤物

性の不確かさ）を考慮する検討ケースを表 3－4に示す。 

材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の

算出結果を別紙 3に，最大回数を整理した結果を表 3－5に示す。別紙 3の結果から，

地震応答解析モデルの材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）を考慮した場合，

各質点の等価繰返し回数に影響があるものの，その最大回数は，原子炉本体地震応答

解析モデルの EW 方向の基本ケースとなることを確認した。また，表 3－5の結果から

基本ケースの等価繰返し回数を上回るケースは，原子炉建物地震応答解析モデルのケ

ース 2のみであり，その影響も 1%程度と軽微であるため，一律に設定する等価繰返し

回数算出に当たっては，基本ケースを用いて検討する。 

なお， 島根原子力発電所第２号機の疲労評価に用いる一律に設定する等価繰返し回

数は，最終段階での取り扱いとして安全側に切り上げて設定する。 

 

表 3－4 等価繰返し回数算出において材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）を考慮す

る検討ケース 

検討ケース コンクリート剛性 地盤物性 備考 

ケース１ 

（工認モデル）  
設計基準強度 標準地盤 基本ケース 

ケース２ 

（地盤物性＋σ）  
設計基準強度 

標準地盤＋σ  

（＋10％，＋20％）  

 

ケース３ 

（地盤物性－σ）  
設計基準強度 

標準地盤－σ  

（－10％，－20％）  
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表 3－5 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の

比較結果 

注記＊：()内の数字は基本ケースにおける等価繰返し回数に対する各ケースの等価繰返し

回数の比率を示す 

（3） 算出結果

（2）で整理した算出パラメータを用いて，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動

Ｓｄに対する各地震応答解析モデルにおける等価繰返し回数の最大回数を整理した結

果を表 3－6及び表 3－7に示し，その詳細内訳を別紙 4及び別紙 5に示す。 

基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数は，原子炉本体地震応答解析モデル EW方

向での  回が最大であった。また，弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回

数は，原子炉本体地震応答解析モデル EW 方向での  回が最大であった。 

表 3－6 基準地震動Ｓｓに対する最大等価繰返し回数 

表 3－7 弾性設計用地震動Ｓｄに対する最大等価繰返し回数 

解析モデル 地震動 減衰定数（%） 設計疲労線図 基本ケース ケース２ ケース３

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

算出条件 各材料物性の不確かさの等価繰返し回数（最大回数）
＊

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

方向 回数

NS

EW

UD

NS

EW

UD

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

基本ケース

方向別
最大回数

算出条件
最大
回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

基本ケース

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

方向 回数

NS

EW

UD

NS

EW

UD

算出条件
方向別
最大回数 最大

回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

基本ケース

原子炉本体
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

基本ケース
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（4） 結果まとめ

島根原子力発電所第２号機の一律に設定する等価繰返し回数について，基準地震動

Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄにおける検討結果をそれぞれ以下に示す。また，一律

に設定する等価繰返し回数の設定の保守性を別紙 13に示す。 

a. 基準地震動Ｓｓの疲労評価に用いる一律に設定する等価繰返し回数

・原子炉建物（原子炉本体地震応答解析モデル及び原子炉建物地震応答解析モデル）

を対象とし，等価繰返し回数を算出した。

・等価繰返し回数の算出パラメータのうち，地震動，減衰定数及び設計疲労線図につ

いて，「Ｓｓ-Ｄ」，「1.0％」及び「炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼」の条件が安全

側の設定であることを確認した。

・基準地震動Ｓｓの 1回分を考慮して，安全側に設定した算出パラメータで等価繰返

し回数を算出した結果，最大等価繰返し回数は  回であることを確認した。

・原子炉建物地震応答解析モデル及び原子炉本体地震応答解析モデルに対し材料物性

の不確かさ（地盤物性の不確かさ）の影響確認を行った結果，基本ケースによる等

価繰返し回数に対する影響は 1％程度であり，影響は軽微であることを確認した。

以上のことから, 島根原子力発電所第２号機における基準地震動Ｓｓの疲労評価に

用いる一律に設定する等価繰返し回数は，安全側に 150回と設定する。 

b. 弾性設計用地震動Ｓｄの疲労評価に用いる一律に設定する等価繰返し回数

・原子炉建物（原子炉本体地震応答解析モデル及び原子炉建物地震応答解析モデル）

を対象とし，等価繰返し回数を算出した。

・等価繰返し回数の算出パラメータのうち，地震動，減衰定数及び設計疲労線図につ

いて，「Ｓｄ-Ｄ及びＳｄ-１」，「1.0％」及び「炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼」

の条件が安全側の設定であることを確認した。

・弾性設計用地震動Ｓｄの 2回分を考慮して，基準地震動Ｓｓで確認した安全側とな

る算出パラメータで等価繰返し回数を算出した結果，最大等価繰返し回数は

回であることを確認した。

・基準地震動Ｓｓに対する材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）の影響確認結

果から，影響は軽微であることを確認した。

以上のことから， 島根原子力発電所第２号機における弾性設計用地震動Ｓｄの疲労

評価に用いる一律に設定する等価繰返し回数は，安全側に 300回と設定する。 
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4. 個別に設定する等価繰返し回数 

島根原子力発電所第２号機の今回工認において一律に設定する等価繰返し回数を適用せ

ず，個別に設定する等価繰返し回数を適用する場合について説明する。 

 

（1） 対象設備 

個別に設定する等価繰返し回数を設定する必要がある疲労評価対象設備は図 2－1

及び図 2－2のフローに従って抽出される以下の設備となる。 

 

① 基準地震動Ｓｓにおける個別に設定する等価繰返し回数 

（A）原子炉建物以外に設置される設備 

（B）減衰定数が 0.5％の疲労評価対象設備 

（C）発生するピーク応力が 1471MPaを超える設備 

（D）一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価が許容値を満足しない設備 

 

② 弾性設計用地震動Ｓｄにおける個別に設定する等価繰返し回数 

（A）原子炉建物以外に設置される設備 

（B）減衰定数が 0.5％の疲労評価対象設備 

（C）発生するピーク応力が 1471MPaを超える設備 

（D）一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価が許容値を満足しない設備 

 

（2） 個別に設定する等価繰返し回数設定方針 

個別に設定する場合の算出条件を一律に設定する等価繰返し回数と併せて表 4－1

に示す。 

算出条件の一部（設置場所，固有周期，減衰定数，ピーク応力，設計用疲労線図）

に疲労評価対象設備固有の条件を用いた上で算出することで，各疲労評価対象設備に

対して個別に設定する等価繰返し回数とする。 

また，3.(2)g.より，基本ケースによる等価繰返し回数に対する材料物性の不確か

さ（地盤物性の不確かさ）の影響は軽微であることから，一律に設定する等価繰返し

回数と同様に，基本ケースを用いて算出し，安全側に切り上げて設定する。 
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表 4－1 一律に設定する等価繰返し回数と個別に設定する等価繰返し回数の条件 

条件の項目 
一律に設定する 

等価繰返し回数 

個別に設定する 

等価繰返し回数 
備考 

算出フロー 応答スペクトルフロー 応答スペクトルフロー＊1 
＊1：必要に応じて時刻歴フ

ローを用いる。 

対象床面 

（質点） 

原子炉建物地震応答解析 

モデル：全床面（質点） 

 

原子炉本体地震応答解析 

モデル：疲労評価を実施する 

設備を有する床面（質点） 

疲労評価対象設備 

の設置位置 
― 

ピーク応力 1471MPa 1471MPa＊2 

＊2：必要に応じて疲労評価

対象設備のピーク応

力を用いる。 

固有周期 全固有周期 全固有周期＊3 

＊3：必要に応じて疲労評価

対象設備の固有周期

を用いる。 

減衰定数 1.0% 
疲労評価対象設備の 

減衰定数 
― 

設計用 

疲労線図 

炭素鋼，低合金鋼 

および高張力鋼 

炭素鋼，低合金鋼 

および高張力鋼＊4 

＊4：必要に応じて疲労評価

対象設備の使用材料

の設計用疲労線図を

用いる。 

 

（3） 算出結果 

（2）項の方針に基づき算出した基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対して

個別に設定する等価繰返し回数を以下に示す。 

 

① 基準地震動Ｓｓにおける個別に設定する等価繰返し回数 

（A）原子炉建物以外に設置される疲労評価対象設備 

該当する設備は，非常用ディーゼル発電設備 Ａ－ディーゼル燃料貯蔵タンク及び

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル燃料貯蔵タンクとなる。算出条

件，算出結果及び個別に設定する等価繰返し回数を表 4－2及び表 4－3に示す。 

（B）減衰定数が 0.5％の疲労評価対象設備 

該当する設備はなし。 

（C）発生するピーク応力が 1471MPaを超える疲労評価対象設備 

該当する設備は，原子炉中性子計装孔，ベント管及びダウンカマとなる。算出条

件，算出結果及び個別に設定する等価繰返し回数を表 4－4～表 4－6に示す。なお，

ベント管及びダウンカマに適用する等価繰返し回数の設定の考え方については，別紙

14にて説明する。 

（D）一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価が許容値を満足しない疲労評価対

象設備 

該当する設備はなし。ただし，可燃性ガス濃度制御系配管（FCS-R-3）について

は，一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価の許容値に対する余裕が小さい
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ことから，個別に等価繰返し回数を設定している。算出条件，算出結果及び個別に設

定する等価繰返し回数を表 4－7に示す。 

 

② 弾性設計用地震動Ｓｄにおける個別に設定する等価繰返し回数 

（A）原子炉建物以外に設置される疲労評価対象設備 

該当する設備はなし。 

（B）減衰定数が 0.5％の疲労評価対象設備 

該当する設備はなし。 

（C）発生するピーク応力が 1471MPaを超える疲労評価対象設備 

該当する設備はなし。 

（D） 一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価が許容値を満足しない疲労評価

対象設備 

該当する設備は，ベント管及びダウンカマとなる。算出条件，算出結果及び個別に

設定する等価繰返し回数を表 4－8及び表 4－9に示す。（設定の考え方は別紙 14参

照）



表 4－2 非常用ディーゼル発電設備 Ａ－ディーゼル燃料貯蔵タンク 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

排気筒 3.500 1471 全固有周期 Ｓｓ－Ｄ 1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 

表 4－3 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備ディーゼル燃料貯蔵タンク 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

排気筒 3.500 1471 全固有周期 Ｓｓ－Ｄ 1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 
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表 4－4 原子炉中性子計装孔 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ＊ 

原子炉本体 

21.571 

1500 全固有周期 Ｓｓ－Ｄ 1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 150 

18.250 

17.442 

(17.419) 

16.508 

13.054 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 

注記＊：（ ）内は鉛直方向の数値を示す。 

表 4－5 ベント管 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

原子炉本体 1600 
水平： *

鉛直：0.05 
Ｓｓ－Ｄ 1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 

注記＊：支配的な振動モードである 1次モードの固有周期を示す。固有周期のずれ等の影響を考慮するため，ベント管の固有周期の±10％の範

囲における等価繰返し回数を算出する。 
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表 4－6 ダウンカマ 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

原子炉本体 1600 
水平： *

鉛直：0.05 
Ｓｓ－Ｄ 1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 

注記＊：支配的な振動モードである 1次モードの固有周期を示す。固有周期のずれ等の影響を考慮するため，ベント管の固有周期の±10％の範

囲における等価繰返し回数を算出する。 

表 4－7 可燃性ガス濃度制御系配管（FCS-R-3） 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

原子炉建物 23.800 1471 全固有周期 Ｓｓ－Ｄ 2.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 
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表 4－8 ベント管 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｄ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

原子炉本体 1471 
水平： *1

鉛直：0.05 

Ｓｄ－Ｄ×2 回 

又は 

Ｓｄ－１×2 回 
1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 
Ｓｄ－Ｄ 

又は 

Ｓｄ－１＊2 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 

注記＊1：支配的な振動モードである 1次モードの固有周期を示す。固有周期のずれ等の影響を考慮するため，ベント管の固有周期の±10％の

範囲における等価繰返し回数を算出する。 

＊2：ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の疲労評価に適用する弾性設計用地震動Ｓｄは 1回分を考慮する。 

表 4－9 ダウンカマ 個別に設定する等価繰返し回数（Ｓｄ） 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） ピーク応力

(MPa) 

1 質点系の 

固有周期(ｓ) 
地震動 

減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 

疲労評価に用いる

等価繰返し回数 解析モデル EＬ 

原子炉本体 1471 
水平： *1

鉛直：0.05 

Ｓｄ－Ｄ×2 回 

又は 

Ｓｄ－１×2 回 
1.0 

炭素鋼， 

低合金鋼 

及び高張力鋼 

基本ケース 
Ｓｄ－Ｄ 

又は 

Ｓｄ－１＊2 

注：一律に設定する等価繰返し回数の算出条件と異なる条件を赤字で示す。 

注記＊1：支配的な振動モードである 1次モードの固有周期を示す。固有周期のずれ等の影響を考慮するため，ベント管の固有周期の±10％の

範囲における等価繰返し回数を算出する。 

＊2：ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の疲労評価に適用する弾性設計用地震動Ｓｄは 1回分を考慮する。 
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5. まとめ 

島根原子力発電所第２号機の疲労評価に用いる等価繰返し回数は，ＪＥＡＧ４６０１-

1987記載の手順及び等価繰返し回数算出に影響するパラメータを保守的に設定した算出結

果を踏まえ，基準地震動Ｓｓの疲労評価に用いる一律に設定する等価繰返し回数を 150回

及び弾性設計用地震動Ｓｄの疲労評価に用いる一律に設定する等価繰返し回数を 300回に

設定する。



 

別紙 1-1 

別紙 1 地震応答解析モデルにおける等価繰返し回数の算出点 

 

 

別図 1－1 原子炉建物地震応答解析モデルの等価繰返し回数の算出点 

（水平方向（NS方向）） 

  



 

別紙 1-2 

 

 

別図 1－2 原子炉建物地震応答解析モデルの等価繰返し回数の算出点 

（水平方向（EW方向）） 

  

：算出点
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 別図 1－3 原子炉建物地震応答解析モデルの等価繰返し回数の出点（鉛直方向） 
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 別図 1－4 原子炉本体地震応答解析モデルの等価繰返し回数の算出点 

（水平方向（NS方向）） 
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別図 1－5 原子炉本体地震応答解析モデルの等価繰返し回数の算出（水平方向（EW方向）） 
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別図 1－6 原子炉本体地震応答解析モデルの等価繰返し回数の算出点（鉛直方向）
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別紙 2 減衰定数をパラメータとした等価繰返し回数の比較 

別表 2－1 減衰定数をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果（NS方向） 

注：下線部は，各減衰定数に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し回数の最大値を

表す。 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL
(m)

質点 1.0％ 1.5％ 2.0％ 2.5％ 3.0％

63.500 6

7

21

42.800 8

34.800 1

2

10

30

23.800 3

15.300 4

10.100 19

5

27

1.300 34

-4.700 35

算出条件 各減衰定数に対する等価繰返し回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

30.500

8.800

51.700
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別表 2－2 減衰定数をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果（EW方向） 

注：下線部は，各減衰定数に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し回数の最大値を

表す。 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL
(m)

質点 1.0％ 1.5％ 2.0％ 2.5％ 3.0％

63.500 3

4

18

42.800 5

34.800 6

7

13

25

30

23.800 8

15.300 1

10.100 16

2

28

1.300 34

-4.700 35

算出条件 各減衰定数に対する等価繰返し回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および

高張力鋼

基本ケース

51.700

30.500

8.800
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別表 2－3 減衰定数をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果（鉛直方向） 

注：下線部は，各減衰定数に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し回数の最大値を

表す。 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL
(m)

質点 1.0% 1.5% 2.0% 2.5% 3.0%

63.500 7

51.700 8

9

17

1

10

18

2

11

19

3

12

20

4

13

21

10.100 22

5

14

1.300 15

-4.700 16

算出条件 各減衰定数に対する等価繰返し回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

8.800

42.800

34.800

30.500

23.800

15.300
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別紙 3 等価繰返し回数の算出における材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）の影響 

    検討 

 

1. はじめに 

島根原子力発電所第２号機の耐震設計において，材料物性の不確かさを適切に考慮する

方針としていることから，本資料において，等価繰返し回数算出に係る材料物性の不確か

さ（地盤物性の不確かさ）による影響検討を実施した。 

 

2. 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）を考慮した場合の等価繰返し回数の算出条 

  件 

原子炉建物地震応答解析モデル，原子炉本体地震応答解析モデルにおける材料物性の不

確かさ（地盤物性の不確かさ）を考慮した場合の等価繰返し回数を算出する。別表 3－1に

等価繰返し回数の算出条件を示す。 

 

別表 3－1 等価繰返し回数の算出条件 

 

注記＊：材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）を考慮した検討ケースの条件は， 

本文表 3－4 参照 

 

  

解析モデル
材料物性の
不確かさ*

地震動 固有周期 減衰定数 設計疲労線図

基本ケース

ケース２
（標準地盤＋σ）

ケース３
（標準地盤－σ）

基本ケース

ケース２
（標準地盤＋σ）

ケース３
（標準地盤－σ）

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 全固有周期帯 1.0％

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0％

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

全固有周期帯
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3. 算出結果及びまとめ

材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の最大

回数を別表 3－2に，それらの詳細内訳を別表 3－3～別表 3－8に示す。地震応答解析モデ

ルの材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）を考慮した場合，各質点の等価繰返し回

数に影響があるものの，その最大回数は，原子炉本体地震応答解析モデルの EW方向の基本

ケースとなることを確認した。また，別表 3－2の結果から基本ケースの等価繰返し回数を

上回るケースは，原子炉建物地震応答解析モデルのケース 2のみであり，その影響も 1％

程度で影響軽微であるため，一律に設定する等価繰返し回数算出に当たっては，基本ケー

スを用いて検討する。

なお, 島根原子力発電所第２号機の疲労評価に用いる一律に設定する等価繰返し回数

は，最終段階での取り扱いとして安全側に切り上げて設定する。 

別表 3－2 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数

の比較結果 

注記＊：（）内の数字は基本ケースにおける等価繰返し回数に対する各ケースの等価繰

返し回数の比率を示す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 基本ケース ケース２ ケース３

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数(最大回数)
＊



別表 3－3 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果（原子炉建物地震応答解析モデル，NS方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける各材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し

回数の最大値を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 EL(m) 質点 基本ケース ケース２ ケース３

63.500 6

7

21

42.800 8

34.800 1

2

10

30

23.800 3

15.300 4

10.100 19

5

27

1.300 34

-4.700 35

30.500

8.800

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

51.700

別
紙

3-3 



別表 3－4 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果（原子炉建物地震応答解析モデル，EW方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける各材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰

返し回数の最大値を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 EL(m) 質点 基本ケース ケース２ ケース３

63.500 3

4

18

42.800 5

34.800 6

7

13

25

30

23.800 8

15.300 1

10.100 16

2

28

1.300 34

-4.700 35

30.500

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼お
よび高張力鋼

51.700

8.800

別
紙

3-4 



別表 3－5 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数の算出結果（原子炉建物地震応答解析モデル，鉛直方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける各材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰

返し回数の最大値を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 EL(m) 質点 基本ケース ケース２ ケース３

63.500 7

51.700 8

9

17

1

10

18

2

11

19

3

12

20

4

13

21

10.100 22

5

14

1.300 15

-4.700 16

8.800

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼お
よび高張力鋼

42.800

34.800

30.500

23.800

15.300

別
紙

3-5 
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別表 3－6 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数

の算出結果（原子炉本体地震応答解析モデル，NS方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける各材料物性の不確かさ（地盤物性の

不確かさ）に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し回数の最大値を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 機器
EL
(m)

質点 基本ケース ケース２ ケース３

39.400 41

37.060 42

34.758 43

33.141 44

29.392 45

27.907 46

22.932 47

19.878 48

16.825 49

13.700 50

11.900 51

29.962 53

26.981 54

24.000 55

21.500 56

19.000 57

15.944 58

13.022 59

37.494 61

33.993 64

32.567 65

31.557 66

30.369 67

30.218 68

29.181 69

28.249 70

27.317 71

26.687 72

25.414 73

25.131 74

24.419 75

23.707 76

22.995 77

22.283 78

21.064 79

20.892 80

20.214 81

19.196 82

18.250 83

18.250 85

17.442 86

16.508 87

原子炉圧力容器

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル
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別表 3－7 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数

の算出結果（原子炉本体地震応答解析モデル，EW方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける各材料物性の不確かさ（地盤物性の

不確かさ）に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し回数の最大値を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 機器
EL
(m)

質点 基本ケース ケース２ ケース３

39.400 41

37.060 42

34.758 43

33.141 44

29.392 45

27.907 46

22.932 47

19.878 48

16.825 49

13.700 50

11.900 51

29.962 53

26.981 54

24.000 55

21.500 56

19.000 57

15.944 58

13.022 59

37.494 61

33.993 64

32.567 65

31.557 66

30.369 67

30.218 68

29.181 69

28.249 70

27.317 71

26.687 72

25.414 73

25.131 74

24.419 75

23.707 76

22.995 77

22.283 78

21.064 79

20.892 80

20.214 81

19.196 82

18.250 83

18.250 85

17.442 86

16.508 87

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル

原子炉圧力容器
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別表 3－8 材料物性の不確かさ（地盤物性の不確かさ）をパラメータとした等価繰返し回数

の算出結果（原子炉本体地震応答解析モデル，鉛直方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける各材料物性の不確かさ（地盤物性の

不確かさ）に対する全方向（NS，EW，鉛直）の等価繰返し回数の最大値を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図 機器
EL
(m)

質点 基本ケース ケース２ ケース３

39.400 29

37.060 30

34.758 31

33.141 32

29.392 33

27.907 34

22.932 35

19.878 36

16.825 37

13.700 38

11.900 39

29.962 41

26.981 42

24.000 43

21.500 44

19.000 45

15.944 46

13.022 47

37.494 49

33.993 52

32.567 53

31.557 54

30.369 55

30.218 56

29.181 57

28.249 58

27.317 59

26.687 60

25.414 61

25.131 62

24.419 63

23.707 64

22.995 65

22.283 66

21.064 67

20.892 68

20.214 69

19.196 70

18.250 71

17.419 93

16.508 108

原子炉圧力容器

算出条件 各材料物性の不確かさに対する等価繰返し回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル
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別紙 4 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

別表 4－1 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉建物地震応答解析モデル，NS方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し

回数算出結果のうち NS方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

別表 4－2 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉建物地震応答解析モデル，EW方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し

回数算出結果のうち EW方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL(m) 質点

63.500 6

7

21

42.800 8

34.800 1

2

10

30

23.800 3

15.300 4

10.100 19

5

27

1.300 34

-4.700 35

等価繰返し
回数

基本ケース

算出条件

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

51.700

30.500

8.800

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL(m) 質点

63.500 3

4

18

42.800 5

34.800 6

7

13

25

30

23.800 8

15.300 1

10.100 16

2

28

1.300 34

-4.700 35

基本ケース

等価繰返し
回数

算出条件

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

51.700

30.500

8.800
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別表 4－3 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉建物地震応答解析モデル，鉛直方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し

回数算出結果のうち鉛直方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL(m) 質点

63.500 7

51.700 8

9

17

1

10

18

2

11

19

3

12

20

4

13

21

10.100 22

5

14

1.300 15

-4.700 16

算出条件

原子炉建物
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

42.800

34.800

30.500

23.800

15.300

8.800

基本ケース

等価繰返し
回数
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別表 4－4 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉本体地震応答解析モデル，NS方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し

回数算出結果のうち NS方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

質点

39.400 41

37.060 42

34.758 43

33.141 44

29.392 45

27.907 46

22.932 47

19.878 48

16.825 49

13.700 50

11.900 51

29.962 53

26.981 54

24.000 55

21.500 56

19.000 57

15.944 58

13.022 59

37.494 61

33.993 64

32.567 65

31.557 66

30.369 67

30.218 68

29.181 69

28.249 70

27.317 71

26.687 72

25.414 73

25.131 74

24.419 75

23.707 76

22.995 77

22.283 78

21.064 79

20.892 80

20.214 81

19.196 82

18.250 83

18.250 85

17.442 86

16.508 87

原子炉圧力容器

基本ケース

等価繰返し
回数

算出条件

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および

高張力鋼

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル
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別表 4－5 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉本体地震応答解析モデル，EW方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し

回数算出結果のうち EW方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

質点

39.400 41

37.060 42

34.758 43

33.141 44

29.392 45

27.907 46

22.932 47

19.878 48

16.825 49

13.700 50

11.900 51

29.962 53

26.981 54

24.000 55

21.500 56

19.000 57

15.944 58

13.022 59

37.494 61

33.993 64

32.567 65

31.557 66

30.369 67

30.218 68

29.181 69

28.249 70

27.317 71

26.687 72

25.414 73

25.131 74

24.419 75

23.707 76

22.995 77

22.283 78

21.064 79

20.892 80

20.214 81

19.196 82

18.250 83

18.250 85

17.442 86

16.508 87

原子炉圧力容器

基本ケース

等価繰返し
回数

算出条件

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，低合金鋼
および高張力鋼

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル
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別表 4－6 基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉本体地震応答解析モデル，鉛直方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける基準地震動Ｓｓに対する等価繰返

し回数算出結果のうち鉛直方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

質点

39.400 29

37.060 30

34.758 31

33.141 32

29.392 33

27.907 34

22.932 35

19.878 36

16.825 37

13.700 38

11.900 39

29.962 41

26.981 42

24.000 43

21.500 44

19.000 45

15.944 46

13.022 47

37.494 49

33.993 52

32.567 53

31.557 54

30.369 55

30.218 56

29.181 57

28.249 58

27.317 59

26.687 60

25.414 61

25.131 62

24.419 63

23.707 64

22.995 65

22.283 66

21.064 67

20.892 68

20.214 69

19.196 70

18.250 71

17.419 93

16.508 108

原子炉圧力容器

基本ケース

等価繰返し
回数

算出条件

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ 1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および

高張力鋼

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル
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別紙 5 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

別表 5－1 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉建物地震応答解析モデル，NS方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価

繰返し回数算出結果のうち NS方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

別表 5－2 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉建物地震応答解析モデル，EW方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価

繰返し回数算出結果のうち EW方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL
(m)

質点

63.500 6

7

21

42.800 8

34.800 1

2

10

30

23.800 3

15.300 4

10.100 19

5

27

1.300 34

-4.700 35

30.500

8.800

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

51.700

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL
(m)

質点

63.500 3

4

18

42.800 5

34.800 6

7

13

25

30

23.800 8

15.300 1

10.100 16

2

28

1.300 34

-4.700 35

51.700

30.500

8.800

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース
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別表 5－3 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉建物地震応答解析モデル，鉛直方向） 

注：下線部は，原子炉建物地震応答解析モデルにおける弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価

繰返し回数算出結果のうち鉛直方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

EL
(m)

質点

63.500 7

51.700 8

9

17

1

10

18

2

11

19

3

12

20

4

13

21

10.100 22

5

14

1.300 15

-4.700 16

8.800

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉建物
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

42.800

34.800

30.500

23.800

15.300
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別表 5－4 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉本体地震応答解析モデル，NS方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価

繰返し回数算出結果のうち NS方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

質点

39.400 41

37.060 42

34.758 43

33.141 44

29.392 45

27.907 46

22.932 47

19.878 48

16.825 49

13.700 50

11.900 51

29.962 53

26.981 54

24.000 55

21.500 56

19.000 57

15.944 58

13.022 59

37.494 61

33.993 64

32.567 65

31.557 66

30.369 67

30.218 68

29.181 69

28.249 70

27.317 71

26.687 72

25.414 73

25.131 74

24.419 75

23.707 76

22.995 77

22.283 78

21.064 79

20.892 80

20.214 81

19.196 82

18.250 83

18.250 85

17.442 86

16.508 87

原子炉圧力容器
ペデスタル

原子炉圧力容器

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および

高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁
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別表 5－5 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉本体地震応答解析モデル，EW方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価

繰返し回数算出結果のうち EW方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

質点

39.400 41

37.060 42

34.758 43

33.141 44

29.392 45

27.907 46

22.932 47

19.878 48

16.825 49

13.700 50

11.900 51

29.962 53

26.981 54

24.000 55

21.500 56

19.000 57

15.944 58

13.022 59

37.494 61

33.993 64

32.567 65

31.557 66

30.369 67

30.218 68

29.181 69

28.249 70

27.317 71

26.687 72

25.414 73

25.131 74

24.419 75

23.707 76

22.995 77

22.283 78

21.064 79

20.892 80

20.214 81

19.196 82

18.250 83

18.250 85

17.442 86

16.508 87

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および

高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器
ペデスタル

原子炉圧力容器
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別表 5－6 弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価繰返し回数算出結果 

（原子炉本体地震応答解析モデル，鉛直方向） 

注：下線部は，原子炉本体地震応答解析モデルにおける弾性設計用地震動Ｓｄに対する等価

繰返し回数算出結果のうち鉛直方向の中で最大の等価繰返し回数を表す。 

解析モデル 地震動 減衰定数（％） 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

質点

39.400 29

37.060 30

34.758 31

33.141 32

29.392 33

27.907 34

22.932 35

19.878 36

16.825 37

13.700 38

11.900 39

29.962 41

26.981 42

24.000 43

21.500 44

19.000 45

15.944 46

13.022 47

37.494 49

33.993 52

32.567 53

31.557 54

30.369 55

30.218 56

29.181 57

28.249 58

27.317 59

26.687 60

25.414 61

25.131 62

24.419 63

23.707 64

22.995 65

22.283 66

21.064 67

20.892 68

20.214 69

19.196 70

18.250 71

17.419 93

16.508 108

原子炉圧力容器
ペデスタル

原子炉圧力容器

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル

Ｓｄ－Ｄ×２回
又は

Ｓｄ－１×２回
1.0

炭素鋼，
低合金鋼
および

高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁
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別紙 6 ピーク応力の算出方法 

1. はじめに

本資料では，疲労評価に用いる地震時のピーク応力の算出方法について，クラス 1管の

うち残留熱除去系配管（配管解析モデル RHR-PD-7）を代表設備として説明する。 

2. ピーク応力の算出方法

2.1 ピーク応力の算出フロー 

  ピーク応力の算出フローを別図 6－1に示す。 

別図 6－1 地震時のピーク応力算出フロー 
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2.2 ピーク応力の算出方法 

① 地震応答解析によるモーメント算出

RHR-PD-7の地震応答解析（3次元はりモデルを用いたスペクトルモーダル解析）を

実施し，RHR-PD-7に生じるモーメントを算出する。この地震応答解析から得られたモ

ーメントを別表 6－1に示す。 

別表 6－1 地震応答解析から得られたモーメント （N・mm） 

ＭＸ
＊ ＭＹ

＊ ＭＺ
＊ 

慣性力 

相対変位 

注記＊：添え字のＸは NS方向，Ｙは鉛直方向及びＺは EW方向を示す。 

② 一次＋二次応力及びピーク応力の算出

別表 6－1に示すモーメントにより算出した一次＋二次応力Ｓｎ及びピーク応力Ｓｐ

は以下のとおりとなる（ＪＥＡＧ４６０１-1987 (6.6.2-22)，(6.6.2-25) ）。 

Ｓ
ｎ
=

Ｃ
２
・Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

= 

= (MPa) 

Ｓ
ｐ
=

Ｋ
２
・Ｃ

２
・Ｍ

ｉｓ

Ｚ
ｉ

= 

= (MPa) 
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一次＋二次応力及びピーク応力の算出で用いている記号は以下のとおり。 

Ｓｎ ：一次＋二次応力（MPa） 

Ｓｐ ：ピーク応力(MPa)  

Ｋ２，Ｃ２ ：応力係数（ＪＳＭＥ設計・建設規格(2005/2007) PPB-3812.3） 

Ｍis ：地震による慣性力と相対変位により生じるモーメントの全振幅

(別表 6－1記載の各方向モーメントの SRSS) (N・mm) 

Ｚｉ ：管の断面係数(下式によって算出する値) (mm3)  

Ｚ
ｉ
＝

π

３２

Ｄ
ｏ

４
－Ｄ

ｉ

４

Ｄ
ｏ

 Ｄｏ：外径 (＝114.3) (mm) 

 Ｄｉ：内径 (＝92.1) (mm) 

③ 割増し係数Ｋｅの算出

②にて求めた一次＋二次応力Ｓｎが 3・Ｓｍ以上となるため，割増し係数Ｋｅを算

出する。当該配管はＪＳＭＥ設計・建設規格(2005/2007)PVB-3315(2) a.(b)の場合

に該当するため，割増し係数Ｋｅは以下のとおりとなる（ＪＳＭＥ設計・建設規格

(2005/2007)PVB-84）。 

Ｋ
ｅ
＝Ｋ

ｅ
’＝１+ (ｑ−１)・(１−

３・Ｓ
ｍ

Ｓ
ｎ

) 

＝

割増し係数Ｋeの算出で用いている記号は以下のとおり。 

Ｓｍ   ：設計応力強さ（MPa） 

ｑ  ：ＪＳＭＥ設計・建設規格(2005/2007)表 PVB-3315-1のうち RHR-PD-

7の材料である炭素鋼の値 

④ 繰返しピーク応力強さの算出

ピーク応力Ｓp及び割増し係数Ｋｅを用い，繰返しピーク応力強さＳℓは以下のとおり

となる（ＪＳＭＥ設計・建設規格(2005/2007)PVB-82）。 

Ｓ
ℓ
=

Ｋ
ｅ
・Ｓ

ｐ

２

＝ (MPa) 
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縦弾性係数Ｅによる温度補正を行い繰返しピーク応力強さＳℓ’は以下のとおりとな

る。 

Ｓ
ℓ
’ =

＝  (MPa) 

繰返しピーク応力強さの算出で用いている記号は以下のとおり。 

Ｓℓ ：繰返しピーク応力（温度補正前）（MPa） 

Ｓℓ’：繰返しピーク応力（温度補正後）（MPa） 

Ｅ  ：縦弾性係数(別図 6－2に示す値)（MPa） 

別図 6－2 ＪＳＭＥ設計・建設規格(2005/2007) 付録材料図表抜粋 
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別紙 7 疲労評価の対象設備及び部位毎のピーク応力 

設備名称 評価部位 
ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮なし） 

ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮あり） 

一律の等価繰返し回数を用いる疲労評価対象設備 

機器搬入口 

機器搬入口本体

と補強板との結

合部 

― 

制御棒駆動機構

搬出ハッチ 

制御棒駆動機構

搬出ハッチ本体

と補強板との 

結合部 

― 

所員用エアロッ

ク 

所員用エアロッ

ク本体と補強板

との結合部

― 

電気配線貫通部 

（X-100A～D） 

ドライウェルと

スリーブとの

結合部

― 

CRD-PD-1 配管本体 ― 759 

CRD-PD-2 配管本体 ― 1028 

PLR-PD-1 配管本体 ― 435 

PLR-PD-2 配管本体 ― 410 

CUW-PD-1 配管本体 ― 40 

CUW-R-1 配管本体 ― 38 

LPCS-PD-1 配管本体 ― 178 

円筒胴 円筒胴 ― 95 

下鏡 

下鏡 ― 115 

下鏡と円筒部の

接合部 
― 69 

原子炉圧力容器

支持スカートと

円筒胴の接合部 

― 144 

制御棒貫通孔 
スタブチューブ ― 857 

ハウジング ― 367 

再循環水出口ノ

ズル（N1） 

ノズルエンド ― 550 

ノズルーセーフ

エンド溶接部
― 302 

ノズルセーフ

エンド
― 475 
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設備名称 評価部位 
ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮なし） 

ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮あり） 

再循環水入口ノ

ズル（N2） 

ノズルエンド ― 203 

ノズルーセーフ

エンド溶接部 
― 157 

ノズルセーフ 

エンド 
― 1297 

ノズルセーフエ

ンドーサーマル

スリーブ溶接部 

― 189 

主蒸気ノズル

（N3） 

ノズルエンド ― 851 

ノズルーセーフ

エンド溶接部 
― 738 

ノズルセーフ 

エンド 
― 1007 

給水ノズル（N4） 

ノズルセーフ 

エンド 
― 1100 

ノズルエンド ― 467 

サーマル 

スリーブ 
― 1 

低圧炉心スプレ

イノズル（N5） 

ノズルセーフ 

エンド 
― 373 

ノズルエンド ― 105 

サーマル 

スリーブ 
― 213 

低圧注水ノズル

（N6） 

ノズルセーフ 

エンド 
― 1054 

ノズルエンド ― 503 

サーマル 

スリーブ 
― 91 

上ぶたスプレイ

ノズル（N7） 

ノズルエンド ― 960 

フランジ ― 708 

計測及びベント

ノズル（N8） 

ノズルエンド ― 959 

フランジ ― 606 

ジェットポンプ

計測ノズル（N9） 

ノズルエンド ― 583 

溶接部 ― 471 

ペネシール ― 603 
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設備名称 評価部位 
ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮なし） 

ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮あり） 

ほう酸水注入及

び炉心差圧計測

ノズル（N11）

カップリング ― 0 

ノズル下鏡

内面側
― 0 

ノズル下鏡

外面側
― 1150 

ノズルセーフ

エンド溶接部
― 133 

計 測 ノ ズ ル

（N12） 

ノズルセーフ

エンド
― 855 

ノズルエンド ― 1039 

計 測 ノ ズ ル

（N13） 

ノズルセーフ

エンド
― 855 

ノズルエンド ― 1039 

計 測 ノ ズ ル

（N14） 

ノズルセーフ

エンド
― 594 

ノズルエンド ― 665 

ドレンノズル

（N15） 

ノズル

（肉盛溶接部） 
― 656 

ノズルセーフ

エンド
― 743 

高圧炉心スプレ

イノズル（N16） 

ノズルセーフ

エンド
― 607 

ノズルエンド ― 140 

サーマル

スリーブ
― 292 

原子炉圧力容器

支持スカート 
支持スカート ― 335 

ジェットポンプ

計測配管貫通部

シール

貫通部シール ― 967 

真空破壊装置 
スリーブとベン

ト管との結合部
― 

LPCS-PD-1 配管本体 ― 178 

FW-PD-1 配管本体 ― 36 

FW-PD-2 配管本体 ― 36 

RHR-PD-4 配管本体 ― 258 
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設備名称 評価部位 
ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮なし） 

ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮あり） 

RHR-PD-5 配管本体 ― 113 

RHR-PD-6 配管本体 ― 217 

RHR-PD-7 配管本体 ― 597 

RHR-PD-8 配管本体 ― 218 

RHR-R-1 配管本体 ― 89 

RHR-R-5A 配管本体 ― 50 

RHR-R-8 配管本体 ― 584 

RHR-R-16 配管本体 ― 117 

RHR-R-17 配管本体 ― 459 

HPCS-PD-1 配管本体 ― 51 

RCIC-PD-1 配管本体 ― 454 

RCIC-R-3 配管本体 ― 124 

ADS-R-3SP 配管本体 ― 857 

MS-PD-1 配管本体 ― 926 

MS-PD-2 配管本体 ― 896 

MS-PD-3 配管本体 ― 904 

MS-PD-4 配管本体 ― 966 
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設備名称 評価部位 
ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮なし） 

ピーク応力（MPa） 

（水平２方向考慮あり） 

個別に設定する等価繰返し回数を用いる疲労評価対象設備 

原子炉中性子計

装孔 

原子炉中性子計

装ハウジング 
― 1489 

ベント管 ヘッダ接続部 ― 

ダウンカマ 

ベントヘッダと

ダウンカマの 

接続部 

― 

サプレッション

チェンバスプレ

イ管

スプレイ管 ― 

FCS-R-3 配管本体 ― 1158 

非常用ディーゼ

ル発電設備 Ａ

－ディーゼル燃

料貯蔵タンク 

胴板 ―＊ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備ディー

ゼル燃料貯蔵タ

ンク

胴板 ―＊ 

注記＊：水平２方向が同時に作用した場合においても，強軸と弱軸の関係が明確であり，斜

め方向に変形するのではなく，支持構造物の強軸側と弱軸側に変形するため，最大

応力発生部位は変わらない。したがって，水平２方向入力の影響は軽微である

（NS2-補-023-4「水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する検討について」

参照）。
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別紙 8 ピーク応力法における各ピークのサイクル数の求め方 

島根原子力発電所第２号機のピーク応力法における各ピーク点のサイクル数についてはレ

インフロー法にて求める。別図 8－1に示すとおり，実際の材料挙動に着目し，片振りとなる

ピーク点については 0.5，両振りとなるピーク点については 1と割り当てている。なお，こ

のサイクル数のカウント方法は，疲労設計において，材料の応力-ひずみ挙動との対応が良い

ことから一般的に用いられている手法である（別紙 8別添参照。）。 

別図 8－1 レインフロー法の概要 

（出典：「疲労設計便覧」（別紙 8別添参照。）） 
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別紙 8（別添） 
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別紙 9 ピーク応力の大きさと等価繰返し回数の関係 

 

「昭和 55年度 耐震設計の標準化に関する調査報告書」にてピーク応力の設定値が高くな

るほど回数が大きくなる傾向となることが確認されている。本資料ではピーク応力を大きく

設定することで，等価繰返し回数が大きく算出され，保守的な設定になることを簡単な例に

より説明する。 

 

例として，別図 9－1に示す応答波形を仮定する。 

 

 

別図 9－1 1質点系の時刻歴応答波形 

 

また，大小 2つの応答波形について，応答振幅が 2対 1の関係であると仮定し，以下に示

す最大ピーク応力を仮定し，それぞれの等価繰返し回数を算出する。なお，別図 9－1の各ピ

ーク応力は 1質点系の応答波形に線形比例で設定した。 

 

・A波:地震動に対する最大ピーク応力 900MPa 

・B波:地震動に対する最大ピーク応力 450MPa 

 

各ピークにおける許容繰返し回数は，別図 9－2に示す炭素鋼の設計疲労線図にて算出し，

その結果を別図 9－1に併せて示す。 

  

応答加速度

時刻[s]

1000Gal

600Gal

800Gal

A波 1000÷2=500MPa：許容繰返し回数 約 1430 回
B波 500÷2=250MPa：許容繰返し回数 約 11680 回

A波 (800+600)÷2=700MPa ：許容繰返し回数 約 550 回
B波 (400+300)÷2=350MPa ：許容繰返し回数 約 4180 回

A波 (1000+800)÷2=900MPa：許容繰返し回数 約 300 回
B波 ( 500+400)÷2=450MPa：許容繰返し回数 約 1900 回
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別図 9－2 設計疲労線図 

 

これにより,算出した等価繰返し回数は以下の関係となる。 

 

 

 

上記の結果を比較すると，各ピーク応力における許容繰返し回数の差が等価繰返し回数に

影響するため，A波の等価繰返し回数が大きくなることがわかる。その許容繰返し回数の差

は，別図 9－2に示すとおり，ピーク応力が小さくなるにつれて，設計疲労線図の勾配が緩や

かになっているため，ピーク応力が低減するほど許容繰返し回数の増加の割合が大きくなっ

ていることによるものである。 

 

以上より，ピーク応力を大きく設定することは，等価繰返し回数が大きく算出されるた

め，保守的な設定であるといえる。

（ＪＳＭＥ設計・建設規格より抜粋） 

B波の地震動の等価繰返し回数： ×1900  = 0.81 回

A波の地震動の等価繰返し回数： ×300  = 0.88 回
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別紙 10 等価繰返し回数算出プログラム 

 

1. はじめに 

今回工認における等価繰返し回数算出において使用した計算機プログラム（解析コー

ド）について説明する。 

島根原子力発電所第２号機の等価繰返し回数の算出において，「ＰＬＴＣＯＭ２」を使用

しており，解析コードの概要を以降に記載する。 

 

2. 解析コードの概要 

 

 
等価繰返し回数算出プログラム（ＰＬＴＣＯＭ２） 

使用目的 等価繰返し回数の算出 

開発機関 日立ＧＥニュークリア・エナジ―株式会社 

開発時期 2017年 

使用したバージョン Ver1.00，1.10 

コードの概要 

等価繰返し回数算出プログラム（ＰＬＴＣＯＭ２）（以下

「本解析コード」という。）は，耐震設計に使用する条件を

作成することを目的に，レインフロー法等を用いた方法で

等価繰返し回数を算出する機能を統合したシステムであ

る。 

検証（Verification） 

及び 

妥当性確認（Validation） 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

・本解析コードでレインフロー法によって算出した等価

繰返し回数の値と，手計算で計算した値が一致するこ

とを確認している。 

・本解析コードの運用環境について，動作環境を満足す

る計算機にインストールして用いていることを確認

している。 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認内容は以下のとおりである。 

・算出方法はＪＥＡＧ４６０１記載の設計用繰返し回数

の設定（ピーク応力法）のフローに従っており，妥当

性に問題はない。 

 

  

コード名 

項目 
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3. 解析コード（ＰＬＴＣＯＭ２）における等価繰返し回数算出機能の検証 

3.1 概要 

本工事計画認可申請書において使用した解析コード「ＰＬＴＣＯＭ２」（以下「本解

析コード」という。）を用いて得られた計算結果の妥当性を確認し，本解析コードの検

証を行う。本解析コードを用いた，等価繰返し回数算出フロー（ピーク応力法）を別図

10－1に示す。 

 

 

別図 10－1 等価繰返し回数算出フロー（ピーク応力法） 
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3.2 解析コードの検証 

（1） 検証の概要 

本解析コードによる計算結果の妥当性の確認には，手計算により算出した等価繰

返し回数を用いる。 

本解析コードと手計算により算出した等価繰返し回数の比較をすることにより，

解析コードの検証を行った。 

 

（2） 検証ケース 

別図 10－2に示す時刻歴データを入力地震動として，本解析コードを用いて計算

する。等価繰返し回数算出において，別図 10－1に示す等価繰返し回数算出フロー

（ピーク応力法）の①と②で計算を行っているが，①の時刻歴加速度応答波形によ

る 1 質点系の時刻歴応答解析は，「Seismic Analysis System（ＳＡＳ）」の設計用

床応答スペクトル作成機能と同モジュールを使用している。 

 

時刻歴加速度応答波形による 1 質点系の時刻歴応答解析後の処理は②と同じで

あるため，本検証では，②の計算結果と手計算により算出した等価繰返し回数の比

較をする。 

 

 

別図 10－2 入力地震動 
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（3） 算出条件 

ＪＥＡＧ４６０１記載の等価繰返し回数算出フロー（ピーク応力法）のうち時刻歴

波形に対する等価繰返し回数を算出する。算出条件を別表 10－1に，使用する設計疲

労線図の材料データを別表 10－2に示す。 

 

別表 10－1 算出条件 

設定項目 算出条件 

設計疲労線図 
炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼 

（Su≦550MPa） 

最大ピーク応力 1471MPa 

 

 

別表 10－2 設計疲労線図 材料データ 

許容繰返し回数（回） 繰返しピーク応力強さ（MPa） 

10 3999 

20 2827 

50 1896 

100 1413 

200 1069 

500 724 

1000 572 

2000 441 

5000 331 

10000 262 

12000 248 

20000 214 

50000 159 

100000 138 

200000 114 

500000 93 

1000000 86 
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（4） 計算結果の比較

本解析コード及び手計算で計算した等価繰返し回数 Neを別表 10－3に示す。その

うち，応力に対する許容繰返し回数 NiはＪＳＭＥ設計・建設規格に記載の補間方法

を用いて算出した。また，N0は Niにおける最大ピーク応力である。 

手計算によるσiに対する許容繰返し回数 Niの計算結果を別表 10－4，手計算によ

る疲れ累積係数 UFの計算結果を別表 10－5に示す。 

（5） 検証結果

別表 10－3に示す等価繰返し回数の比較結果のとおり，両者は一致しており，本解

析コードを用いて得られた計算結果の妥当性を確認した。 

別表 10－3 本解析コード及び手計算による等価繰返し回数の計算結果 

No. 項目 
本解析コードによる 

計算結果 

手計算による 

計算結果 

注記＊1：プログラムによる自動計算 

  ＊2：小数部を切上げ 
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別表 10－4 手計算によるσi に対する許容繰返し回数 Ni の計算結果 

ピーク点 
ピーク応力

（MPa） 

最大ピーク応力に対する 

時刻歴応答波形の 

ピーク応力σi (MPa) 

σiに対する 

許容繰返し回数 Ni (回) START END 

別表 10－5 手計算による疲れ累積係数 UFの計算結果 

疲れ累積係数 UF 
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別紙 11 多方向入力を対象とした等価繰返し回数算出方法 

1. はじめに

本資料は，多方向入力を対象とした等価繰返し回数算出方法についてまとめたものであ

る。本内容は，2項にて電共研「新規制基準対応を踏まえた機器・配管系評価方法に関す

る研究」（平成 29年 3月）における検討内容を示し，3項にて島根原子力発電所第２号機

において多方向入力時に各方向の等価繰返し回数の最大値を用いることが妥当であること

を示すものである。 
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3. 島根原子力発電所第２号機における多方向入力を対象とした等価繰返し回数算出方法に

ついて

2.2.2項において 2方向同時入力の結果についてまとめているが，下記理由により 3方

向同時入力に対しても同様に各方向の等価繰返し回数の最大値を用いることは妥当である

ことがいえる。 
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別紙 12 時刻歴応答波形(荷重)から直接等価繰返し回数を算定した場合との比較検討 

 

1. はじめに 

ＪＥＡＧ４６０１-1987記載のピーク応力法による算出フロー（以下「ＪＥＡＧフロ

ー」という。）には分岐があり，地震荷重を時刻歴より求める機器系（時刻歴応答解析から

算出される時刻歴応答波形（荷重）を用いる場合）（以下「時刻歴フロー」という。）と，

地震荷重を応答スペクトルより求める機器系（建物応答及び原子炉本体の応答に基づく 1

質点系応答解析により算定した時刻歴変位波形を用いる場合）（以下「応力スペクトルフロ

ー」という。）が示されている。今回の島根原子力発電所第２号機における一律に設定する

地震時等価繰返し回数の設定においては，応答スペクトルフローにて検討することとして

いる。 

本資料では，ＪＥＡＧフローの時刻歴フローにより等価繰返し回数を算出し，応答スペ

クトルフローによる算出結果と比較することで，今回工認における一律に設定する等価繰

返し回数の設定において，応答スペクトルフローにて算出した等価繰返し回数を適用する

ことの妥当性を確認する。 

 

2. 時刻歴フローを用いた等価繰返し回数 

2.1 対象設備 

島根原子力発電所第２号機における原子炉本体地震応答解析モデルの各機器に対し

て,時刻歴応答波形（荷重）から直接等価繰返し回数を算定する。 

 

2.2 検討内容 

2.1の対象設備に対し，原子炉本体地震応答解析により得られた荷重（せん断力，モ

ーメント，軸力）時刻歴に基づき算出する。なお，等価繰返し回数の算出の際のピーク

応力は 150kg/mm2（1471MPa）を用いる。 

 

2.3 検討結果 

時刻歴フローによる等価繰返し回数の最大回数を整理した結果を別表 12－1に，算出

結果を別表 12－2～別表 12－6に示す。別表 12－1の結果から，時刻歴フローによる等

価繰返し回数は応答スペクトルフローによる等価繰返し回数に比べ小さいことを確認し

た。 

以上より，一律に設定した等価繰返し回数の設定に当たって応答スペクトルフローに

て検討することは妥当である。 
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別表 12－1 算出フローの違いによる等価繰返し回数の最大回数比較 

注記＊1：応答スペクトルフローでは変位応答時刻歴を使用 

＊2：各設備の減衰定数を考慮した原子炉本体地震応答解析から得られる応答を使用 

  ＊3：時刻歴フローの最大回数/応答スペクトルフローの最大回数により算出 

フロー 荷重 解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

減衰定数（％）

せん断力

モーメント

軸力

応答スペクトル
フロー

―＊１ 1.0

時刻歴フロー

算出条件

―＊２

基本ケースＳｓ－Ｄ
原子炉本体
地震応答解析

モデル

最大回数 比率＊３

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼
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別表 12－2 原子炉本体地震応答解析モデル(せん断力(NS方向)) 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉格納容器
ペデスタル

原子炉圧力容器
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別表 12－3 原子炉本体地震応答解析モデル(せん断力(EW方向)) 

注：下線部は算出結果が最大の等価繰返し回数 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

原子炉格納容器

原子炉格納容器
ペデスタル

ガンマ線遮蔽壁

原子炉圧力容器

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

算出条件
等価繰返し

回数
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別表 12－4 原子炉本体地震応答解析モデル(モーメント(NS方向)) 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉格納容器
ペデスタル

原子炉圧力容器



別紙 12-6 

別表 12－5 原子炉本体地震応答解析モデル(モーメント(EW方向)) 

注：下線部は算出結果が最大の等価繰返し回数 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉格納容器
ペデスタル

原子炉圧力容器
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別表 12－6 原子炉本体地震応答解析モデル(軸力) 

注：下線部は算出結果が最大の等価繰返し回数 

解析モデル 地震動 設計疲労線図
材料物性の
不確かさ

機器
EL
(m)

算出条件
等価繰返し

回数

原子炉本体
地震応答解析

モデル
Ｓｓ－Ｄ

炭素鋼，
低合金鋼
および
高張力鋼

基本ケース

原子炉格納容器

ガンマ線遮蔽壁

原子炉格納容器
ペデスタル

原子炉圧力容器
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2.4 考察 

2.3項に示すとおり，時刻歴フローにおける等価繰返し回数は応答スペクトルフロー

における等価繰返し回数に比べ小さいことを確認した。これは各フローの算出方法の違

いによるものと考える。ここで，ＪＥＡＧフローを別図 12－1に示す。 

時刻歴フローでは原子炉本体地震応答解析から得られる荷重時刻歴から等価繰返し回

数を算出するのに対し，応答スペクトルフローでは原子炉本体地震応答解析から得られ

る応答時刻歴を用いて 1質点系の時刻歴応答解析を行い，1質点系の応答時刻歴から等

価繰返し回数を算定している。応答スペクトルフローの 1質点系の時刻歴応答解析で

は，質点に設置された設備の共振が考慮されること，その解析条件として計算する周期

帯や減衰定数を保守的に設定していることから，応答スペクトルフローの回数が大きく

算出されると考える。 
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別図 12－1 ピーク応力法による算出フロー

基準地震動設定

時刻歴モーメント応答波形
時刻歴せん断力応答波形

地震荷重を時刻歴より求める機器系
（時刻歴フロー）

時刻歴加速度応答波形

時刻歴地震応答波形
（建屋，PCV，RPV等）

１質点系の時刻歴応答解析
（ex.f =5，10，15，20Hz）

質点の時刻歴変位応答波形

時刻歴応答波形の最大値に対応するピーク
応力を仮定

（ex.200 kgf/mm2，300 kgf/mm2）

最大ピーク応力の許容繰返し回数 Ｎ0

最大ピーク応力に対する時刻歴応答波
形のピーク値の応力算定（σ１）

σ1に対する許容繰返し回数Ｎ1＝ f（σ１）

地震荷重を応答スペクトルより求める機器系
（応答スペクトルフロー）

（ＪＥＡＧ４６０１-1987 p576に加筆）

Ｓ／Ｎ曲線設定
N＝ f（σ）

最大ピーク応力に対する繰返し回数
Ｎe＝Ｎ0Ｆ

設計用繰返し回数の設定

Ｕsage Ｆactor
の積算

2Ｆ=

l：ピーク数

時刻歴フローの時刻歴モーメント応答波
形時刻歴せん断力応答波形に相当するが，
応答スペクトルフローでは，計算する周
期帯や減衰定数を保守的に設定している。
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別紙 13 島根原子力発電所第２号機の等価繰返し回数の設定の保守性 

 

1. はじめに 

島根原子力発電所第２号機の今回工認では一律に設定する等価繰返し回数（Ｓｓ:150

回，Ｓｄ:300回）の設定を行っている。この設定の保守性について説明する。 

 

2. 検討事項 

本資料では以下項目を検討し，島根原子力発電所第２号機の一律に設定する等価繰返し

回数の設定の保守性を示す。 

（1）等価繰返し回数算出パラメータの先行プラントとの比較（3. 参照） 

（2）島根原子力発電所第２号機の地震動の特性を踏まえた保守性（4. 参照） 

（3）一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価に含まれる保守性（5. 参照） 

 

3. 等価繰返し回数算出パラメータの先行プラントとの比較 

等価繰返し回数の算出に用いるパラメータについて，安全側の設定であることを本文 3.

（2）にて説明しているが，適切な設定がなされていることの更なる確認として，先行プラ

ントである東海第二発電所及び柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と比較した結果を別表 13－

1に示す。 

比較の結果，東海第二発電所とのパラメータの差異として，③対象床面（質点），④-1

地震動（基準地震動Ｓｓの種類）及び⑤減衰定数を抽出した。また，柏崎刈羽原子力発電

所第 7号機とのパラメータの差異として，③対象床面（質点），④-1地震動（基準地震動

Ｓｓの種類），④-2地震動（基準地震動Ｓｓの回数），④-3地震動（弾性設計用地震動Ｓｄ

の回数）及び⑤減衰定数を抽出した。 

差異を抽出した項目については，いずれも島根原子力発電所第２号機に対する疲労評価

の条件設定において適切な設定がなされていることを確認した。



 

 

別表 13－1 一律に設定する等価繰返し回数算出パラメータに係る比較 

パラメータ 島根原子力発電所第２号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機 比較結果 

①ピーク応力 1471MPa 1471MPa 1471MPa 差異なし 

②固有周期 全固有周期 全固有周期 全固有周期 差異なし 

③対象床面 

（質点） 

【原子炉建物に設置された機器・

配管系】 

全床面（質点） 

【原子炉格納容器，原子炉圧力容

器等大型機器】 

疲労評価を実施する設備を有する

床面（質点） 

【原子炉建屋に設置された機器・

配管系】 

全床面（質点） 

【原子炉格納容器，原子炉圧力容

器等大型機器】 

代表設備の設置床面 

【原子炉建屋に設置された機器・

配管系】 

全床面（質点） 

【原子炉格納容器，原子炉圧力容

器等大型機器】 

全床面（質点） 

【東海第二】 

東海第二では，代表性を持たせた床面（質点）を対象としていることに対し

て，島根２号機は，疲労評価を実施する設備を有する床面（質点）を対象と

している。 

【柏崎刈羽 7 号機】 

柏崎刈羽 7 号機では，工認添付にて耐震条件を作成する全床面（質点）を対

象としていることに対して，島根２号機では，疲労評価を実施する設備を有

する床面（質点）を対象として検討を行っている。 

④-1 

地震動 

（基準地震動Ｓｓの種類） 

基準地震動Ｓｓ-Ｄ（代表） 

基準地震動Ｓｓ 

（Ｓｓ-Ｄ，11，12，13，14，21，

22，23）の全 8 波を考慮。 

基準地震動Ｓｓ 

（Ｓｓ-1，2，3，4，5，6，7，8）

の全 8 波を考慮 

【共通】 

先行プラントでは，複数の地震動に対する検討を行っていることに対して，

島根２号機では基準地震動 5 波の比較から，代表性を確認した地震動を用い

て検討を行っている。（本文 3.(2)d 参照） 

④-2 

地震動 

（基準地震動Ｓｓの回数） 

基準地震動Ｓｓ1 回分を考慮。 基準地震動Ｓｓ1 回分を考慮。 

基準地震動Ｓｓ1 回分に加えて，Ｎ

ＣＯ及び弾性設計用地震動Ｓｄの

1／3 倍した地震動 5 回分考慮 

【東海第二】 

差異なし 

【柏崎刈羽 7 号機】 

柏崎刈羽 7 号機では，2007 年に発生した新潟県中越沖地震を被災しているこ

とから，基準地震動Ｓｓ1 回分に加えてＮＣＯを考慮し，さらに米国の知見

を参考に弾性設計用地震動Ｓｄの 1／3 倍した地震動 5 回分を考慮している。

島根２号機では，スクラムレベルを超える地震の発生がない（2000 年鳥取県

西部地震による基礎マット上での最大加速度値は 34.3 Gal）ことから，基準

地震動Ｓｓ1 回分を考慮している。 

④-3 

地震動 

（弾性設計用地震動Ｓｄの 

回数） 

弾性設計用地震動Ｓｄ2 回分を考

慮 

弾性設計用地震動Ｓｄ2 回分を考

慮 

基準地震動Ｓｓ1 回分に加えて，Ｎ

ＣＯ及び弾性設計用地震動Ｓｄの

1／3 倍した地震動 5 回分考慮 

【東海第二】 

差異なし 

【柏崎刈羽 7 号機】 

柏崎刈羽 7 号機では，基準地震動Ｓｓの等価繰返し回数を用いることで，ピ

ーク応力，算出用地震動（Ｓｓ×1 回＋（1／3）Ｓｄ×5 回＋ＮＣＯ）で保守

性を持たせている（概ね弾性設計用地震動Ｓｄ2 回分相当）。島根２号機では，

弾性設計用地震動Ｓｄの発生回数が基準地震動Ｓｓよりも発生頻度が高いた

め，弾性設計用地震動Ｓｄ2 回分を考慮している。 

⑤減衰定数 1.0（％） 0.5，1.0（％） 
0.5，1.0，1.5，2.0， 

2.5，3.0，4.0，5.0（％） 

【共通】 

先行プラントでは複数の減衰定数に対する検討を行っていることに対して，

島根２号機では減衰定数が小さいほど等価繰返し回数が多く算出される傾向

であることを確認した上で，減衰 1.0%を用いて検討を行っている。また，島

根２号機では減衰 0.5%の設備については対象設備が限られることから個別

の等価繰返し回数を用いる。（本文 3.(2)e 参照） 

⑥設計疲労線図 炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼 炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼 炭素鋼，低合金鋼および高張力鋼 差異なし 

⑦材料物性の不確かさの考慮 
地震応答解析モデルの材料物性の

不確かさによる影響を考慮 

地震応答解析モデルの材料物性の

不確かさ等による影響を考慮 

地震応答解析モデルの材料物性の

不確かさ等による影響を考慮 
差異なし 
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4. 島根原子力発電所第２号機の地震動の特性を踏まえた保守性 

4.1 Ｓｓ－Ｄの継続時間の設定による保守性 

     島根原子力発電所第２号機の基準地震動Ｓｓにおける一律に設定する等価繰返し回数

の算出にあたっては，基準地震動Ｓｓ５波のうち主要動部の継続時間が最も長いＳｓ－

Ｄを用いる。本項では，Ｓｓ－Ｄの継続時間の設定の保守性を示し，一律に設定する等

価繰返し回数の算出にＳｓ－Ｄを用いることが保守的であることを示す。 

 

（1） Ｓｓ－Ｄの設定方法及び継続時間の保守性 

      Ｓｓ－Ｄの設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波は，乱数の位相を持つ正

弦波の重ね合わせによって作成しており，振幅包絡線の経時的変化については，

Noda et al.（2002）に基づき，耐専式を適用する検討用地震の地震動評価ケース

のうち，継続時間が最も長くなる「Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地

震の基本震源モデル（Ｍ：武村（1990））」の諸元により設定している。なお，Td

（継続時間）は同ケースの算定結果（52.6(s)）よりも安全側に長く（60.0(s)）設

定している。Ｓｓ－Ｄの模擬地震波及び検討用地震の諸元を別図 13－1に示す。 

  なお，Noda et al.（2002）は，多数の観測記録の平均的経時特性を調査し，回

帰分析による評価を実施した奈良岡ほか（1999）を参考に，強震部の継続時間

（Tc-Tb）は回帰分析による平均値＋標準偏差を考慮した振幅包絡線を提案したも

のである。 

 

 

別図 13－1 Ｓｓ－Ｄの模擬地震波及び検討用地震のＭ，Xeq，振幅包絡線の経時的変化 

1

 

1

0.1

Tb Tc Td0

Tb=10
0.5M-2.93 

Tc-Tb=10
0.3M-1.0 

Td-Tc=10
0.17M+0.54logXeq-0.6 

(T/Tb)2  0≦T≦Tb 

 

 

振幅包絡線：E(T)= 1.0  Tb≦T≦Tc 

 

)TT(
TT

)1.0ln(
c

cde



 Tc≦T≦Td 

Tb=10
0.5M-2.93 

Tc-Tb=10
0.3M-1.0 

Td-Tc=10
0.17M+0.54logXeq-0.6 

(T/Tb)2  0≦T≦Tb 

 

 

振幅包絡線：E(T)= 1.0  Tb≦T≦Tc 

 

)TT(
TT

)1.0ln(
c

cde



 Tc≦T≦Td 

Tb=10
0.5M-2.93 

Tc-Tb=10
0.3M-1.0 

Td-Tc=10
0.17M+0.54logXeq-0.6 

(T/Tb)2  0≦T≦Tb 

 

 

振幅包絡線：E(T)= 1.0  Tb≦T≦Tc 

 

)TT(
TT

)1.0ln(
c

cde



 Tc≦T≦Td 

振幅包絡線 ：

基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波及び検討用地震のM，Xeq，振幅包絡線の経時的変化

マグニチュード
Ｍ

等価震源距離
Ｘｅｑ（km）

振幅包絡線の経時的変化（ｓ）

Tb Tc Tc-Tb Td（継続時間）

基準地震動 Ｓｓ－Ｄ 7.7 17.3 8.3 28.7 20.4 60.0

F-Ⅲ断層＋F-Ⅳ断層＋F-Ⅴ断層
による地震（基本震源モデル）
（Ｍ：武村（1990））

7.7 17.3 8.3 28.7 20.4 52.6
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Ｓｓ－Ｄの設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の諸元の基となったＦ－

Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結

果と，Ｓｓ－Ｄの主要動部の継続時間の比較を別図 13－2に示す（第 549回審査会

合，資料 1に加筆・修正）。 

別図 13－2のとおり，Ｓｓ－Ｄの主要動部の継続時間はＦ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層

＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結果と比較して 4倍以

上長いことから，基準地震動Ｓｓ－Ｄの継続時間は保守的な設定であることが分か

る。 

 

別図 13－2 Ｓｓ－Ｄ及び断層モデル手法によるＦ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

による地震の地震動評価結果の主要動部の継続時間の比較 

（第 549 回審査会合，資料 1に加筆・修正） 
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 選定したＦ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結果（水平方向：２ケースの破壊開始点，
鉛直方向：１ケースの破壊開始点）と基準地震動Ｓｓ－Ｄの主要動部の継続時間を以下に示す。

基準地震動Ｓｓ-Ｄ及び選定した断層モデル手法による地震動評価結果の加速度時刻歴波形の比較【水平方向，鉛直方向】
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水平方向
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［Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震 断層傾斜角の不確かさケース］

主要動部

5.3s 2.0s

2.8s 2.1s

25.8s

24.0s

参考資料②Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層による地震の断層モデル手法による地震動の諸特性の検討 6/10

破壊開始点１（ＮＳ成分） 破壊開始点１（EW成分）
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注：主要動部の継続時間は，最大加速度値の 0.5 倍以上の加速度が発生した時間 
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（2） Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２を用いた等価繰返し回数の算定 

本項においては，Ｓｓ－Ｄを用いて算定した等価繰返し回数と断層モデル手法を

用いて設定した地震動を用いて算定した等価繰返し回数を比較し，主要動部の継続

時間の等価繰返し回数への影響を確認する。 

なお，断層モデル手法を用いた基準地震動の設定にあたって，Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－

Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層ではなく宍道断層による地震を採用してＳｓ－Ｆ１及びＳｓ－

Ｆ２を作成したことから，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２について等価繰返し回数を算

定し，Ｓｓ－Ｄを用いて算定した等価繰返し回数と比較する。 

別図 13－3にＳｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の主要動部の継続時間を示

す。別図 13－3に示すとおり，Ｓｓ－Ｄの主要動部の継続時間はＳｓ－Ｆ１及びＳ

ｓ－Ｆ２と比較して 4倍以上長い。また，別図 13－2及び別図 13－3からわかるよ

うに，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の主要動部の継続時間はＦ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層

＋Ｆ－Ⅴ断層による地震の断層モデル手法による地震動評価結果と同程度である。 

Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２について，等価繰返し回数算出条件及び算

出結果を別表 13－2に示す。別表 13－2に示すとおり，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２

を用いて算定した等価繰返し回数は，Ｓｓ－Ｄを用いて算定した等価繰返し回数の

5分の 1程度の小さい値であり，Ｓｓ－Ｄを用いて算定した等価繰返し回数が保守

性を有するといえる。 



注記：主要動部の継続時間は，最大加速度値の 0.5倍以上の加速度が発生した時間 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ１ 基準地震動Ｓｓ－Ｆ２ 

別図 13－3 Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の主要動部の継続時間 

別表 13－2 Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２における等価繰返し回数の算出条件及び算出結果 

算出条件 等価繰返し回数 

対象床面(質点） 
ピーク応力 

(MPa) 

1質点系の 

固有周期

(ｓ) 

地震動 
減衰定数

（％） 

設計用 

疲労線図 

材料物性の 

不確かさ 
NS EW UD 

最大 

回数 
比率＊2 

解析モデル EＬ＊1 

原子炉本体 13.022 1471 全固有周期 Ｓｓ－Ｄ 1.0 
炭素鋼，低合金鋼 

及び高張力鋼 
基本ケース 

原子炉本体 13.022 1471 全固有周期 Ｓｓ－Ｆ１ 1.0 
炭素鋼，低合金鋼 

及び高張力鋼 
基本ケース 

原子炉本体 13.022 1471 全固有周期 Ｓｓ－Ｆ２ 1.0 
炭素鋼，低合金鋼 

及び高張力鋼 
基本ケース 

注記＊1：Ｓｓ－Ｄで算出した等価繰返し回数のうち，最大回数となる質点での比較を示す。 

＊2：Ｓｓ－Ｆ２（Ｓｓ－Ｆ１）の最大回数／Ｓｓ－Ｄの最大回数により算出

時間 (s)

時間 (s)

鉛直方向：Ｓｓ－ＤＶ

加
速
度

加
速
度

(cm/s2)

(cm/s2)

水平方向：Ｓｓ－ＤＨ

0 10 20 30 40 50 60
-900

-600

-300

0

300

600

900

0 10 20 30 40 50 60
-900

-600

-300

0

300

600

900
820 

547 

25.8s 

24.0s

時間 (s)

鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ１Ｖ

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

水平方向：Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＥＷ成分）

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

水平方向：Ｓｓ－Ｆ１Ｈ（ＮＳ成分）

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

549 

560 

337 

2.4s

1.8s

4.5s

時間 (s)

鉛直方向：Ｓｓ－Ｆ２Ｖ

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

水平方向：Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＥＷ成分）

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

時間 (s)

水平方向：Ｓｓ－Ｆ２Ｈ（ＮＳ成分）

加
速
度

(cm/s2)

0 10 20 30 40 50 60-900

-600

-300

0

300

600

900

522 

777 

426 

3.4s

1.1s

2.5s

別
紙

13
-6 



 

別紙 13-7 

（4） まとめ 

敷地近傍の断層によって生じる地震に相当する断層モデル手法による地震動評価

結果に対して，Ｓｓ－Ｄは継続時間を長く設定していることから，Ｓｓ－Ｄを用い

て算定する等価繰返し回数は断層モデル手法による地震動評価結果を用いて算定す

る等価繰返し回数よりも保守的な値となる。 
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4.2 疲労累積係数の算出における保守性 

等価繰返し回数を用いた疲労評価において，疲労累積係数 UFは以下の式にて算出さ

れる。 

 

一般的な疲労評価では，等価繰返し回数 Neと許容繰返し回数 N0は同一の地震動を基

に算出した値を用いて行う。これに対し，島根原子力発電所第２号機における疲労累積

係数の算出イメージを別図 13－4に示す。島根原子力発電所第２号機では基準地震動Ｓ

ｓが 5波存在するため，各基準地震動Ｓｓに対する等価繰返し回数の比較を行い，主要

動部の継続時間が最も長く等価繰返し回数が大きく算出されるＳｓ－Ｄを代表として，

一律に設定する等価繰返し回数 Neを 150回と定めている。一方，許容繰返し回数 N0は

各疲労評価対象設備のピーク応力により定まる値であるが，疲労評価対象設備のピーク

応力を求める際には，基準地震動Ｓｓ5波の耐震条件を包絡させた上で応力計算を実施

して算出しているため，設計疲労線図及びピーク応力から求まる許容繰返し回数 N0は

基準地震動Ｓｓ5 波を考慮した最小の値となる。別図 13－4のように疲労評価対象設備

の固有周期においてＳｓ－ＤよりもＳｓ－Ｄ以外の地震動による応答が大きい場合，等

価繰返し回数を算定する地震動と許容繰返し回数を算定する地震動（疲労評価対象設備

のピーク応力を算定する地震動）が異なり，それぞれ最も値が厳しくなる地震動による

算定結果が適用されることから，保守性を持った評価となる。 

このように，疲労累積係数 UFは，島根原子力発電所第２号機の地震動の特性を踏ま

えて，すべての基準地震動を考慮した上で最も厳しくなるように保守的に算出されてい

る。 

 

注記＊：疲労評価対象設備の耐震条件を設計用条件Ⅰとした場合 

別図 13－4 島根原子力発電所第２号機における疲労累積係数の算出イメージ 

  

固 有 周 期

震
度 ：Ｓｓ－Ｄ

：Ｓｓ－Ｄ以外の基準地震動

基準地震動Ｓｓ５波のうち、主要動部の継続時間が
最も長いＳｓ－Ｄによる等価繰返し回数

基準地震動Ｓｓ５波の包絡値＊による応力計算により
算出されたピーク応力による許容繰返し回数

疲労評価対象設備の固有周期

Ｓｓ―Ｄ 

Ｓｓ―Ｄ以外の基準地震動 

基準地震動Ｓｓ５波のうち，主要動部の継続時間が 

最も長いＳｓ－Ｄによる等価繰返し回数 

基準地震動Ｓｓ５波の包絡値＊による応力計算により 

算出されたピーク応力による許容繰返し回数 

固有周期 

震
度
 

疲労評価対象設備の固有周期 
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5. 一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価に含まれる保守性 

一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価対象設備のうち，基準地震動Ｓｓに対

する評価に対し，疲労累積係数 UFが大きく疲労評価が厳しい設備について，個別に設定す

る等価繰返し回数を設定することにより，一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評

価が十分に保守的であることを確認する。 

 

5.1 検討対象設備の抽出 

今回工認の一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価対象設備のうち，基準地

震動Ｓｓに対する評価に対し，熱＋地震による疲労累積係数 UFが最大となる給水ノズ

ル（N4），地震による疲労累積係数 UFが最大となる所員用エアロックを代表として検討

する。給水ノズル（N4）及び所員用エアロックの基準地震動Ｓｓに対する疲労評価結果

を別表 13－3に示す。 

 

別表 13－3 給水ノズル（N4）及び所員用エアロックの疲労評価結果 

(基準地震動Ｓｓに対する評価) 

ケース 設備名称 
一律に設定する 

等価繰返し回数 
疲労累積係数 UF＊ 

熱＋地震で 

最大のケース 
給水ノズル（N4） 

150回 

U＋Uss 0.966 

（Uss  0.820） 

地震で 

最大のケース 
所員用エアロック Uss 0.909 

注記＊：Uは熱による疲労累積係数，Ussは地震による疲労累積係数を示す。 

 

5.2 個別に設定する等価繰返し回数の設定による疲労累積係数 UFの再計算 

代表として抽出した給水ノズル（N4）及び所員用エアロックについて，個別に設定す

る等価繰返し回数の算出条件を別表 13－4 に，疲労累積係数 UFの再計算を行った結果

を別表 13－5及び別表 13－6に示す。 
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別表 13－4 給水ノズル（N4）及び所員用エアロックにおける 

個別に設定する等価繰返し回数の算出条件 

条件の項目 
一律に設定する 

等価繰返し回数 

個別に設定する 

等価繰返し回数 

（給水ノズル（N4）） 

個別に設定する 

等価繰返し回数 

（所員用エアロック） 

算出フロー 応答スペクトルフロー 応答スペクトルフロー 応答スペクトルフロー 

対象床面 

（質点） 

原子炉建物地震応答解析 

モデル：全床面（質点）

原子炉本体地震応答解析 

モデル：疲労評価を実施する

設備を有する床面（質点）

疲労評価対象設備 

の設置位置＊1 

疲労評価対象設備 

の設置位置 

ピーク応力 1471MPa 1100MPa

固有周期 全固有周期 

・全固有周期（別表 13－5）

・疲労評価対象設備の 1次固有

周期＊1，2（別表 13－6）

・全固有周期（別表 13－5）

・疲労評価対象設備の 1 次固有

周期＊2（別表 13－6）

減衰定数 1.0% 

疲労評価対象設備の 

減衰定数＊1 

疲労評価対象設備の 

減衰定数 

（1.0%） 

設計用 

疲労線図 

炭素鋼，低合金鋼 

および高張力鋼 

炭素鋼，低合金鋼 

および高張力鋼

炭素鋼，低合金鋼 

および高張力鋼 

注記＊1：給水ノズル(N4)に接続する全ての配管の設置位置，固有周期，減衰定数を適用す

る。 

  ＊2：固有周期のずれ等の影響を考慮するため，設備の固有周期±10%の範囲における等

価繰返し回数を算出する。 

別表 13－5 給水ノズル（N4）及び所員用エアロックに個別に設定する等価繰返し回数（全

固有周期を考慮）を設定した疲労評価結果(基準地震動Ｓｓに対する評価) 

ケース 設備名称 
個別に設定する 

等価繰返し回数 
疲労累積係数 UF 

熱＋地震で 

最大のケース 
給水ノズル（N4） 

地震で 

最大のケース 
所員用エアロック 

注：疲労累積係数 UF の再計算に当たっては，再計算前の地震による疲労累積係数 Ussに対

し，個別に設定する等価繰返し回数（給水ノズル（N4）： 回，所員用エアロッ

ク： 回）と一律に設定する等価繰返し回数 150回の比率を乗じて Ussを算出し

た。 
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別表 13－6 給水ノズル（N4）及び所員用エアロックに個別に設定する等価繰返し回数（設

備の１次固有周期を考慮）を設定した疲労評価結果(基準地震動Ｓｓに対する評価) 

ケース 設備名称 
個別に設定する 

等価繰返し回数 
疲労累積係数 UF 

熱＋地震で 

最大のケース 
給水ノズル（N4） 

地震で 

最大のケース 
所員用エアロック 

注：疲労累積係数 UF の再計算に当たっては，再計算前の地震による疲労累積係数 Ussに対

し，個別に設定する等価繰返し回数（給水ノズル（N4）： 回，所員用エアロック：

回）と一律に設定する等価繰返し回数 150回の比率を乗じて Uss を算出した。 

別表 13－3，13－5，13－6 に示すとおり，代表として抽出した疲労評価対象設備の工

認耐震計算書に記載される疲労累積係数 UFは，一律に設定する等価繰返し回数を用い

た場合と比べて，個別に設定する等価繰返し回数を用いた場合の方が許容値に対する余

裕が十分に確保されることから，一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価は十

分に保守的であることを確認した。 

6. まとめ

島根原子力発電所第２号機の等価繰返し回数算出パラメータについて先行プラントと比

較し，同等の設定となっているか，差異がある場合は島根原子力発電所第２号機として適

切な設定であることを確認した。 

また，島根原子力発電所第２号機の地震動の特性を踏まえて，一律に設定する等価繰返

し回数の算出にＳｓ－Ｄを用いることが保守的であることを確認するとともに，疲労累積

係数 UFは，すべての基準地震動を考慮した上で最も厳しくなるように保守的に算出されて

いることを確認した。 

さらに，一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労評価対象設備のうち疲労評価が厳

しい設備について，個別に設定する等価繰返し回数を設定することにより，一律に設定す

る等価繰返し回数を用いた疲労評価が十分に保守的であることを確認した。 

以上より，島根原子力発電所第２号機における等価繰返し回数の設定は，十分な保守性

を有していると考えられる。
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別紙 14 ベント系に適用する等価繰返し回数の設定の保守性 

1. はじめに

本資料は，ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数について説明するものである。 

本書において対象とする図書を以下に示す。

・Ⅵ-2-9-2-3「ベント管の耐震性についての計算書」

・Ⅵ-2-9-4-2「ダウンカマの耐震性についての計算書」

2. ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数

ベント系の耐震評価における疲労評価では，一律に設定する等価繰返し回数を用いた疲労

評価が許容値を満足しないため，個別に設定する等価繰返し回数を適用している。ベント系

の耐震評価に適用する等価繰返し回数及び一律に設定する等価繰返し回数との比較を別表

14－1に示す。 

別表 14－1 ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数及び 

一律に設定する等価繰返し回数の比較 

項目 
一律に設定する 

等価繰返し回数 

ベント系の耐震評価に 

適用する等価繰返し回数 

回数 
Ｓｓ：150回 

Ｓｄ：300回 

Ｓｓ： 回 

Ｓｄ： 回（ⅢＡＳ） 

回（ⅣＡＳ，ⅤＡＳ）＊1 

設定方法 算出フロー 
応答スペクトルフロー 応答スペクトルフロー 

対象床面 

（質点） 原子炉建物全床面（質点） 
ベント系の設置位置 

（原子炉格納容器 EL m） 

ピーク応力 
1471MPa 

Ｓｓ： 1600 MPa＊2 

Ｓｄ：1471MPa 

固有周期 

全固有周期 

ベント系の固有周期 

（水平：  秒＊3， 

鉛直：0.05 秒＊4） 

減衰定数 
1.0% 1.0% 

設計用 

疲労線図 
炭素鋼，低合金鋼 

及び高張力鋼 

炭素鋼，低合金鋼 

及び高張力鋼 

注記＊1：ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の疲労評価に適用する弾性設計用地震動Ｓｄは 1

回分を考慮し，等価繰返し回数は  回とする（別紙 15参照）。 

＊2：ベント系の耐震評価結果として得られるピーク応力を上回るピーク応力を用いる。 

＊3：支配的な振動モードである 1次モードの固有周期を示す。固有周期のずれ等の影響を考慮

するため，設備の固有周期±10%の範囲における等価繰返し回数を算出する。 

＊4：ベント系は鉛直方向に対して剛構造であるため，0.05秒における等価繰返し回数を考慮す

る。 
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3. ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数の保守性

3.1 検討方法 

ベント系に加わる荷重時刻歴を用いて等価繰返し回数を算出し，ベント系で考慮すべ

き等価繰返し回数が 2.に示すベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数よりも小

さいことを確認する。荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数の算出には，ベント系の地震

応答解析モデルを用いた時刻歴応答解析結果として得られる荷重時刻歴を適用する。 

3.2 ベント系の時刻歴応答解析 

ベント系の時刻歴応答解析には，Ⅵ-2-9-2-3「ベント管の耐震性についての計算書」

に示す解析モデルを適用する。解析モデルを別図 14－1に示す。 

時刻歴応答解析における入力には，Ⅵ-2-2-1「炉心，原子炉圧力容器及び原子炉内部

構造物並びに原子炉本体の基礎の地震応答計算書」で得られる，原子炉格納容器 EL 

m の加速度時刻歴を用いる。ここで，地震動は，ベント系の疲労評価において厳しい結

果が得られる弾性設計用地震動Ｓｄを適用することとし，継続時間が長く，ベント系の

耐震評価において最も厳しい条件となるＳｄ－１を適用する。また，入力はベント系の

応答加速度が大きくなるＥＷ方向加速度の水平１方向入力とする。ベント系の固有周期

と床応答スペクトルの関係を別図 14－2に，加速度時刻歴波形を別図 14－3に示す。 

ベント系の耐震評価では，Ⅵ-2-9-2-3「ベント管の耐震性についての計算書」におけ

る「ヘッダ接続部」及びⅥ-2-9-4-2「ダウンカマの耐震性についての計算書」における

「ベントヘッダとダウンカマの接続部」に対して疲労評価を行う。このうち，最も厳し

い疲労評価結果が得られるダウンカマを代表として選定し，解析モデルのはり要素に作

用する荷重時刻歴（モーメント及び軸方向荷重）による等価繰返し回数を算出する。ベ

ント系において疲労評価を行う部位及びダウンカマに作用する荷重を別図 14－4 に，ダ

ウンカマに作用する荷重の取得位置を別図 14－1に示す。

ダウンカマの耐震評価では，ベントヘッダとダウンカマの結合部（別図 14－4のＰ２）

を評価点とするが，以下の理由により，解析モデルのはり要素のうちシェル要素との接

続部（別図 14－1）を荷重の取得位置としている。 

・評価断面に加わる荷重の算出において，シェル要素よりもはり要素の方が解析結果

の取扱いが容易である。

・等価繰返し回数は，荷重の大きさが異なっていても同様の時刻歴波形であれば同程

度の回数が算出される。評価点及び荷重の取得位置では，同じダウンカマの振動に

よる荷重が加わることから，位置が違いによりモーメントの大きさは異なるものの，

同様の時刻歴波形が得られると考えられる。
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別図 14－1 ベント系の解析モデル図 
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別図 14－2 ベント系の固有周期と床応答スペクトルの関係 

別図 14－3 ベント系の時刻歴応答解析に適用する加速度時刻歴 

Ｓｄ－１ 原子炉格納容器 EL m ＥＷ方向 



 

別紙 14-5 

 

別図 14－4 ベント系における疲労評価適用部位 

  

ベント管 

ダウンカマ 

：疲労評価適用部位 
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3.3 荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数の算出 

荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数の算出には，本文図 3－1 における「時刻歴フロ

ー」を適用する。等価繰返し回数の算出条件を別表 14－2に示す。 

別表 14－2 荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数の算出条件 

項目 条件 

算出フロー 時刻歴フロー 

ピーク応力 1471MPa 

設計用 

疲労線図 

炭素鋼，低合金鋼 

及び高張力鋼 

荷重時刻歴 モーメント，軸方向荷重

3.4 検討結果 

荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数の算出結果及びベント系に適用する等価繰返し回

数の比較を別表 14－3 に示す。別表 14－3 のとおり，荷重時刻歴を用いた等価繰返し回

数は，ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数よりも小さい結果が得られており，

ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数は保守的であることを確認した。 

別表 14－3 等価繰返し回数の比較 

荷重時刻歴を用いた 

等価繰返し回数 
ベント系の耐震評価 

に適用する等価繰返し回数 

（Ｓｄ1回分）＊ 
モーメント 軸力 

注記＊：別表 14－1に示す値 

4. まとめ

ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数の保守性の確認のため，ベント系の時刻歴

応答解析結果として得られる荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数を算出した。この結果とし

て，荷重時刻歴を用いた等価繰返し回数はベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数よ

りも小さいことから，ベント系の耐震評価に適用する等価繰返し回数は保守的であることを

確認した。 
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別紙 15 弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価で考慮する地震動の回数について 

1．概要

島根２号機における耐震設計においては，弾性設計用地震動Ｓｄは基準地震動Ｓｓよりも発

生確率が高いことを踏まえ，弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価では，地震動 2回分を考慮

することを基本としている。しかしながら，ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の弾性設

計用地震動Ｓｄによる疲労評価では，地震動 1回分を考慮することとしている。 

なお，上記の考え方はベント系の耐震評価において適用するものであり，適用する等価繰返

し回数は，Ｓｄ2回分を考慮した回数が 回，Ｓｄ1回分を考慮した回数が 回となる（詳

細は別紙 14参照）。 

本資料は，ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価

で考慮する地震動の回数の考え方について説明するものである。 

2．ＬＯＣＡ時（設計基準事故） 

2.1 設計条件 

設計基準対象施設の耐震性の要求についての考え方は，原子力発電所耐震設計技術指針Ｊ

ＥＡＧ４６０１・補-1984（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に記載されている。ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補-1984 では，運転状態Ⅰ～Ⅳと基準地震動Ｓ１及びＳ２との組合せに対して，

許容応力状態ⅢＡＳ及びⅣＡＳの許容限界を適用した評価が求められている。このうち，原

子炉格納容器については，ＬＯＣＡ後の最終障壁となることから，ＬＯＣＡ後最大内圧と基

準地震動Ｓ１との組合せによる評価が求められている。なお，原子炉格納容器以外の設備を

含め，この他にＪＥＡＧ４６０１でＬＯＣＡ時荷重及び基準地震動Ｓ１との組合せの要求の

ある条件については，他の設計条件に包絡されることから，評価を省略している（関連図書

（１）参照）。 

2.2 疲労評価で考慮する地震動の回数 

ＬＯＣＡ時の原子炉格納容器の圧力変化を別図 15－1 に示す。ＬＯＣＡ後の最大内圧が

生じる期間は別図 15－1に示す通り一時的（10-5年以下）であり，この期間に弾性設計用地

震動Ｓｄ2回分を考慮することは過大な評価となることから，ＬＯＣＡ後最大内圧と弾性設

計用地震動Ｓｄの組合せによる疲労評価においては弾性設計用地震動Ｓｄ1 回分を考慮す

る。なお，島根２号機において過去に耐震評価に影響する地震は発生していないことから，

疲労評価において，待機状態における過去の地震の履歴は考慮しない。 
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別図 15－1 原子炉格納容器の圧力変化（再循環配管破断） 

 

3．重大事故等時 

3.1 設計条件 

重大事故等対処施設（以下「ＳＡ施設」という。）の耐震性の要求は，「実用発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規則」という。）」第 50 条に規

定されている。技術基準規則では，ＳＡ施設に対して「基準地震動による地震力に対して重

大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないこ

と。」等とされており，ＳＡ施設としては，基準地震動Ｓｓに対する耐震設計が要求されて

いる。ただし，島根２号機におけるＳＡ施設としての耐震設計では，ＳＡの発生確率，継続

時間及び地震動の年超過確率を踏まえ，ＳＡ発生後 10-2年以上 2×10-1年未満の荷重を考慮

した耐震設計では，弾性設計用地震動Ｓｄと組み合わせることとしている（関連図書（２）

参照）。関連図書における，荷重の組合せと継続時間の関係を別図 15－2に示す。 

 

 

昭和 59 年 9 月 17 日付け 59 資庁第 8283 号にて認可された工事計画の添付書類 
Ⅳ-1-4「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」を引用（一部加筆） 

Ｐ
Ｌ
*：ＬＯＣＡ後最大内圧（最高使用圧力以下） 

10-5年（＝3×102秒） 

) 
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別図 15－2 荷重の組合せと継続時間の関係（イメージ） 

 

3.2 疲労評価で考慮する地震動の回数 

3.1 に示す通り，ＳＡ施設としては基準地震動Ｓｓによる耐震設計が要求されるが，島根

２号機におけるＳＡ発生後 10-2年以上 2×10-1年未満の荷重を考慮した耐震設計では，ＳＡ

の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率を踏まえ，基準地震動Ｓｓの代わりに弾性設

計用地震動Ｓｄを適用した評価を行うことから，ＳＡ時の弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労

評価では，基準地震動Ｓｓによる疲労評価において考慮する回数と同様に 1 回分を考慮す

る。なお，島根２号機において過去に耐震評価に影響する地震は発生していないことから，

疲労評価において，待機状態における過去の地震の履歴は考慮しない。 

 

4．まとめ 

ＬＯＣＡ後の最大内圧が生じる期間は一時的であり，この期間に弾性設計用地震動Ｓｄ2回

分を考慮することは過大な評価となることから，ＬＯＣＡ後最大内圧と弾性設計用地震動Ｓｄ

の組合せによる疲労評価においては弾性設計用地震動Ｓｄ1回分を考慮する。 

また，ＳＡ時の弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価では，ＳＡの発生確率，継続時間及び

地震動の年超過確率を踏まえ，基準地震動Ｓｓの代わりに弾性設計用地震動Ｓｄを適用した評

価を行うことから，基準地震動Ｓｓによる疲労評価において考慮する回数と同様に弾性設計用

地震動Ｓｄ1回分を考慮する。 

 

5．関連図書 

（１）NS2-補-023-5「地震時荷重と事故時荷重との組合せについて」 

（２）NS2-補-023-6「重大事故等対処施設の耐震設計における重大事故と地震の組合せについ

て」 
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（参考 1）事象の発生確率による弾性設計用地震動Ｓｄの考慮回数の妥当性検討 

 

1．概要 

ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価において地

震動 1回分を考慮することの妥当性について，事象の発生確率の観点から確認する。 

 

2．ＬＯＣＡ時（設計基準事故） 

2.1 検討方法 

ＬＯＣＡ後の最大内圧を考慮した耐震評価において考慮する弾性設計用地震動Ｓｄの回

数について検討する。本検討では，ＬＯＣＡの発生確率，地震の発生確率及び荷重の継続時

間から事象の発生確率を算出し，地震動 2回分の組合せ要否を確認する。本検討における検

討条件を以下に示す。 

・ＬＯＣＡ事象は運転状態Ⅳに分類されることから，ＪＥＡＧ４６０１における運転状態

Ⅳの発生確率を参照し，発生確率を 10-4／炉年以下とする。 

・ＪＥＡＧ４６０１におけるＳ１の発生確率を参照し，弾性設計用地震動Ｓｄの発生確率

は，10-2／年以下とする。なお，弾性設計用地震動Ｓｄの発生確率としてＳ１の発生確率

を適用する考え方は関連図書（１）に示す。 

・弾性設計用地震動Ｓｄ2回分の発生確率は，10-4（＝10-2×10-2）／年以下とする。 

・ＬＯＣＡ後の最大内圧が生じる期間は一時的であるが，保守的な条件として継続時間を

10-5年以下とする（別図 15－1参照）。 

・ＪＥＡＧ４６０１を参照し，荷重の組合せを考慮する判断目安として 10-7／炉年を適用

する。 

 

2.2 検討結果 

2.1の条件による検討結果を別表 15－1に示す。別表 15－1のとおり，弾性設計用地震

動Ｓｄ2回分を考慮した事象の発生確率は 10-7／炉年を下回ることから，原子炉格納容器

においてＬＯＣＡ後の最大内圧と弾性設計用地震動Ｓｄの組合せを考慮した疲労評価に

おいて，地震動 1 回分を考慮することは妥当である。 

 

別表 15－1 事象の発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

①運転状態Ⅳの 

発生確率 
②地震動の発生確率 ③継続時間 

事象の発生確率 

（①×②×③） 

組合せ 

要否＊3 

10-4/炉年＊1 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ2 回 

10-4（＝10-2×10-2）

/年以下＊2 

10-5年（3×

102秒）以下 
10-13／炉年以下 否 

注記＊1：ＪＥＡＧ４６０１より設定する。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１に記載されている地震動Ｓ１の発生確率をＳｄの年超過確率に読み替え，2回分を考慮した。 

＊3：ＪＥＡＧ４６０１より，荷重の組合せを考慮する判断目安として 10-7／炉年を適用する。 
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3．重大事故等時 

3.1 検討方法 

ＳＡ時の耐震評価において，考慮する弾性設計用地震動Ｓｄの回数について検討する。本

検討では，ＳＡの発生確率，地震の発生確率及び荷重の継続時間から事象の発生確率を算出

し，地震動 2回分の組合せ要否を確認する。本検討における検討条件を以下に示す。 

・ＳＡの発生確率として，炉心損傷頻度の性能目標値である 10-4／炉年を適用する（関連

図書（２）参照）。 

・ＪＥＡＧ４６０１におけるＳ１の発生確率を参照し，弾性設計用地震動Ｓｄの発生確率

は，10-2／年以下とする。なお，弾性設計用地震動Ｓｄの発生確率としてＳ１の発生確率

を適用する考え方は関連図書（１）に示す。 

・弾性設計用地震動Ｓｄ2回分の発生確率は，10-4（＝10-2×10-2）／年以下とする。 

・ＳＡの継続時間として，弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せを考慮する必要のある期間で

ある，10-2年以上，2×10-1年未満を考慮する。 

・荷重の組合せを考慮する判断目安として 10-8／炉年を適用する（関連図書（２）参照）。 

 

3.2検討結果 

2.1 の条件による検討結果を別表 15－2に示す。別表 15－2のとおり，弾性設計用地震動

Ｓｄ2回分を考慮した事象の発生確率は 10-8／炉年を下回ることから，ＳＡ施設における弾

性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価において，地震動 1 回分を考慮することは妥当である。 

 

別表 15－2 事象の発生確率・継続時間，地震の発生確率を踏まえた事象発生確率 

①ＳＡの 

発生確率 
②地震動の発生確率 ③継続時間 

事象の発生確率 

（①×②×③） 

組合せ 

要否＊3 

10-4/炉年＊1 
弾性設計用 

地震動Ｓｄ2回 

10-4（＝10-2×10-2）

/年以下＊2 

10-2年以上， 

2×10-1年未満 
2×10-9／炉年未満 否 

注記＊1：関連図書（２）より，ＳＡの発生確率を 10-4/炉年とする。 

＊2：ＪＥＡＧ４６０１に記載されている地震動Ｓ１の発生確率をＳｄの年超過確率に読み替え，2回分を考慮した。 

＊3：関連図書（２）より，荷重の組合せを考慮する判断目安として 10-8／炉年を適用する。 

 

4．まとめ 

ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価で考慮する

地震動の回数について，ＬＯＣＡ（設計基準事故）又はＳＡの発生確率，地震の発生確率及び

荷重の継続時間から事象の発生確率を算出し，地震動 2回分の組合せ要否を確認した。検討の

結果，弾性設計用地震動Ｓｄ2 回を考慮した事象の発生確率は，ＬＯＣＡ時（設計基準事故）

及びＳＡ時ともに，荷重の組合せを考慮する判断目安を下回る結果となった。 

従って，ＬＯＣＡ時（設計基準事故）及びＳＡ時の弾性設計用地震動Ｓｄによる疲労評価に

おいて地震動 1回分を考慮することは妥当である。 
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（参考 2）運転状態と地震動との組合せの確率的評価（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 抜粋） 

 

 

 




